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概要

この補論では，武田 (2007) (以下，主論文と呼ぶ)の第 6節で利用されているモデル，データ，パ
ラメータについて説明をおこなう．
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2008/01/24: 第 1節の誤りを修正．
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1 LGMCで企業規模が一定となる証明

主論文の第 4.5節で，モデルが LGMCで，かつ費用関数が

cT = ω(aq + f ) (1)

で与えられるとき，企業規模が一定となると指摘した．これは以下のように示すことができる．まず，

(1)式の費用関数より，利潤最大化条件は

p(1 − µ) = ωa
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となる．ωaは限界費用である．これよりマークアップ率 µが一定なら，ωa/pも一定になる．
一方，ゼロ利潤条件より収入＝総費用であるので，

pq = ω(aq + f )

が成り立つ．これを書き換えると，

p/(ωa) = 1 + f /(aq)

となるが，先程みたようにマークアップ率一定なら p/(ωa)は一定であるし，固定投入物 f も一定で
あるので，結局各企業の生産量 qも一定となる．

2 モデル

以下では，主論文の第 6節のシミュレーションで利用しているモデルを説明する．モデルは 10部
門， 12地域の静学的一般均衡モデルである．モデルで考慮している部門，地域は表 1，表 2の部門，
地域である．モデルの種類としては，一つの完全競争モデルと 8つの不完全競争モデルを考えている．
以下ではまず完全競争モデルを説明し，その後不完全競争モデルの説明をおこなう．次のように記号

を定義して説明を進める．

• i, j · · · 部門・財のインデックス1

• r, s, r′ · · · 地域のインデックス

• v, v′, l · · · 企業 (variety)のインデックス

• f · · · 本源的要素のインデックス

• I · · · 部門・財の集合

• C · · · 完全競争部門の集合

• K · · · 不完全競争部門の集合

• R · · · 地域の集合

• cgd · · · 投資財のインデックス

• z (∈ R) · · · ベンチマークにおいて消費額が最も多い地域を表すインデックス

2.1 完全競争モデル (CRTSモデル)

完全競争のモデル (CRTSモデル)には，GTAPの標準的なモデル (Hertel, 1997)とほぼ同じような
モデルを利用している．ただし，幾つか相異点もある．まず，GTAPモデルでは貯蓄，投資が内生的
に変化するが，本稿のモデルではベンチマークの値で固定されている2．第二に，GTAPモデルでは
厚生 (代表的家計の効用)は民間消費，政府支出，貯蓄の 3つに依存しているが，本稿のモデルでは民
間消費と政府支出を統合して最終消費として扱い，厚生はこの最終消費のみに依存すると仮定してい

1一部門は一つの財を生産するので，部門と財の間には一対一の関係がある．
2厳密に言えば，実質貯蓄，実質投資が固定されている．名目の貯蓄額，投資額は貯蓄，投資の価格指数が変化にともない

変化する．
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表 1: 部門のリスト

部門 説明 GTAPでの部門
AGR Primary agriculture PDR, WHT, GRO, V F, OSD, C B, OCR, CTL, OAP, RMK,

WOL, FSH, CMT
PAG Processed agriculture PFB, OMT, VOL, MIL, PCR, SGR, OFD, B T
NAT Natural resources FRS, COA, OIL, GAS, OMN
TAL Textiles, apparel and leather TEX, WAP, LEA
CRP Chemical, rubber and plastic

products
CRP

WOO Wood products LUM
MVP Motor vehicles and parts MVH
OME Other manufacturing and

equipment
OTM, ELE, OME, OMF

OMF Other manufacturing products
(nec)

PPP, P C, NMM, I S, NFM, FMP

SER Services sector ELY, GDT, WTR, CNS, TRD, OTP, WTP, ATP, CMN, OFI,
ISR, ISR, OBS, ROS, OSG, DWE

表 2: 地域のリスト

地域 説明 GTAPでの地域
EAS East Asia (Japan, Korea,

Taiwan)
JPN, KOR, TWN, XEA

CHN China and Hong-Kong CHN, HKG
IDN Indonesia IDN
MYS Malaysia MYS
PHL Philippines PHL
SGP Singapore SGP
THA Thailand THA
VNM Vietnam VNM
RAS Rest of Asia XSE, BGD, IND, LKA, XSA
EUR Europe AUT, BEL, DNK, FIN, FRA, DEU, GBR, GRC, IRL, ITA, LUX,

NLD, PRT, ESP, SWE, CHE, XEF, XER, ALB, BGR, HRV, CYP,
CZE, HUN, MLT, POL, ROM, SVK, SVN, EST, LVA, LTU

AMC American Continents CAN, USA, MEX, XNA, COL, PER, VEN, XAP, ARG, BRA, CHL,
URY, XSM, XCA, XFA, XCB

ROW Rest of the world RUS, XSU, TUR, XME, MAR, TUN, XNF, BWA, ZAF, XSC, MWI,
MOZ, TZA, ZMB, ZWE, XSD, MDG, UGA, XSS

る．第三に，GTAPモデルでは消費の統合は CDE関数によっておこなわれているが，本稿のモデル
では Cobb-Douglas型を仮定している．最後に，GTAPモデルでは Armington統合 (国内財と輸入
財の統合)が用途別におこなわれているが，本稿のモデルでは用途で区別せずに一括でおこなわれて
いる．他にも細かな違いは存在するが，以上が主な相異点である．

以下では，経済を様々な活動に分けて考えていく．活動としては，生産，消費，Armington統合，
国際輸送がある3．これらの活動は収穫一定の技術と完全競争の下で利潤最大化を目的としておこな

われると仮定される．

3消費は効用を生みだす活動であるので生産活動の一種として捉える．
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生産物

合 成 本 源 的 要 素

本 源 的 要 素 本 源 的 要 素

L e o n t i e f 型

中 間 財 中 間 財

PF
iσ

図 1: 生産関数

2.1.1 生産活動

企業は CRTS (規模に関して収穫一定)の技術の下で中間財，本源的要素を投入し生産をおこなう．
企業は利潤の最大化を目的とし生産量 (中間財，本源的要素の投入量)を決定する．本源的要素として
は資本，熟練労働，非熟練労働，土地の 4つを考えている．全ての市場は完全競争市場であるとし，
全ての企業は価格受容者 (price taker)として行動する．生産関数には，貿易 CGEモデルでよく利用
される図 1の形の入れ子型CES関数を仮定する．図 1の生産関数では，まず 4つの本源的要素が CES
関数を通じて統合され，合成本源的要素 (composite primary factor)となる．そして，その合成本源
的要素と中間財が Leontief型で投入されることで生産がおこなわれる．図の σPF

i は本源的要素間の

代替の弾力性を表している．

以下，この生産関数を数式で表現しよう．Yir を部門 iの生産物，QI
jir を部門 iの中間財 jの投入量，

QPF
ir を部門 iの合成本源的要素の投入量，āI

jir を中間財 jの固定投入係数，āPF
ir を合成本源的要素の固

定投入係数とすると，生産関数は次式で表すことができる．

Yir = Yir({QI
jir}j∈I , QPF

ir ) = min

{
QI

jir

āI
jir

}
j∈I

,
QPF

ir
āPF

ir

 (2)

さらに，合成本源的要素は各本源的要素を CES型関数で統合したものであるので，QF
f ir を部門 i

の本源的要素 f の投入量とすると，次のように表現できる．

QPF
ir = QPF

ir ({QF
f ir}) =

∑
f

αF
f ir(QF

f ir)
σPF

i −1

σPF
i


σPF

i
σPF

i −1

(3)

利潤最大化行動は費用最小化行動を意味するので，(2)式より生産の費用関数を定義することがで
きる．さらに，ここでは CRTSの仮定を置いているので，単位費用関数，つまり生産量一単位当たり
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の費用関数を定義できる．

cY
ir ≡ min

{QI
j },QPF

[
∑

j
p̃A

IjirQI
j + pPF

ir QPF | Yir({QI
j }, QPF) = 1

]
= ∑

j
p̃A

Ijir āI
jir + pPF

ir āPF
ir

p̃A
Ijir は中間財 jの生産者価格，pPF

ir は部門 iにおける合成本源的要素の価格指数を表している．中間
財 jの市場価格を pA

jr
4，部門 iの中間財 jの投入に対する税率を tI

jir とすると，p̃A
Ijir = (1 + tI

jir)pA
jr で

ある．中間財，合成本源的要素の間には Leontief型の関係を仮定しているので，単位費用関数は両者
の価格の線型関数となる．

同様に，費用最小化行動より 4つの本源的要素の投入は費用を最小化するように選択される．よっ
て， (3)式から合成本源的要素の価格指数 (一単位の合成本源的要素を得るために必要な最小の費用)
を定義できる．

pPF
ir ≡ min

{QF
f }

[
∑

f
p̃F

f irQF
f | QPF

ir ({QF
f }) = 1

]

=

[
∑

f
(αF

f ir)
σPF

i ( p̃F
f ir)

1−σPF
i

] σPF
i

σPF
i −1

(4)

p̃F
f ir は本源的要素 f の生産者価格であり，pF

f r を本源的要素 f の市場価格，tF
f ir を部門 i の本源的要

素 f の投入に対する税率とすると，(1 + tF
f ir)pF

f r に等しい．

次に産出サイドについて考えよう．CGE分析ではしばしば国内供給向けの財と輸出供給向けの財が
不完全代替であると仮定されるが，ここではそのような仮定は置かず，供給先は異なっても財は完全

代替であると仮定する．よって，生産物の市場価格は単一の価格 pY
ir で表すことができる．生産には

税率 tY
ir の税金が課されるので，生産物の生産者価格 (生産者が受けとる価格)は (1 − tY

ir)pY
ir となる．

以上の前提のもとで生産者の利潤最大化問題を考えよう．この部門 iの利潤は次式で表される．

πir =
[
(1 − tY

ir)pY
ir − cY

ir

]
Yir

これより，利潤最大化の条件は次式で与えられる

∂πir
∂Yir

= 0 : cY
ir = (1 − tY

ir)pY
ir

利潤最大化条件は一般には「限界費用＝限界収入」で与えられるが，ここでは完全競争を仮定してい

るので「限界収入＝価格」であり，さらに CRTSの技術の仮定から「限界費用＝単位費用」が成り立
つので，上のように「単位費用＝価格」，つまり「ゼロ利潤条件」が利潤最大化条件となる．

最後に，生産活動の投入物に対する需要関数を導出しておこう．まず，中間財 j に対する需要は
Leontief型の仮定より，投入係数×生産量，すなわち āI

jirYir となる．一方，本源的要素への需要は費

用関数，価格指数に Shephardの補題を適用することで導出できる5．aF
f ir を本源的要素 f への単位

需要 (生産物一単位当りの需要)とすると，これは Shephardの補題より次式に等しい．

aF
f ir =

∂cY
ir

∂ p̃F
f ir

=
∂cY

ir
∂pPF

ir

∂pPF
ir

∂ p̃F
f ir

= āPF
ir

[
αF

f ir pPF
ir

p̃F
f ir

]σPF
i

(5)

4中間財とは中間投入に用いられる Armington財のことなので，中間財 jの市場価格 pA
jr とは Armington財 jの価格のこ

とである．
5Shephardの補題については奥野・鈴村 (1985, p.96)，Varian (1992, p.74)，Mas-Colell et al. (1995, p.141)等を参照された

い．
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部門 iの本源的要素 f への総需要はこの単位需要に生産量をかけあわせたもの，すなわち aF
f irYir で

与えられる．

2.1.2 消費

最終需要としては，「民間消費」，「政府支出」等があるが，本稿では政府支出は民間消費と合わせて

最終消費として扱い，さらにこの最終消費は代表的家計の効用最大化行動から導出されるものと仮定

する．代表的家計の効用関数は以下のような Cobb-Douglas型関数と仮定する．

Ur = Ur({Cir}) = ∏
i

(Cir)θC
ir

Ur は効用水準，Cir は財 iの最終消費量である．
効用関数が一次同次な関数であるので，効用の単位費用関数 (cU

r )を定義することができる6．

cU
r ≡ min

{Ci}

[
∑

i
p̃A

CirCi | Ur({Ci}) = 1

]
= ∏

i

[
p̃A

ir
θC

ir

]θC
ir

p̃A
Cir は財 iの消費者価格であり，消費財 iの市場価格を pA

ir
7，消費財 iに対する消費税率を tC

ir とする

と，(1 + tC
ir)pA

ir に等しい．単位費用関数は一単位の効用を得るのに必要な最小費用 (支出)を表して
いる．

消費を効用を生産する活動と捉えるなら，この消費活動についての利潤最大化条件は，生産活動の

ケースと同様に「単位費用＝価格」で表すことができる．

cU
r = pU

r

ただし，pU
r は効用の価格指数 (一単位の効用の価格)である．

また，Hr を消費に対する支出額 (所得のうち消費に費やすもの)とすると，効用水準を次式で表す
ことができる．

Ur = Hr/pU
r

これは支出 (所得)を効用の価格指数で割ったものが効用水準に等しくなるということを意味している．
投入物に対する需要を求めたときと同様に，効用の単位費用関数に Shephardの補題を適用するこ

とで，単位補償需要を導出することができる．

aC
ir =

∂cU
r

∂ p̃A
Cir

=
θC

ircU
r

p̃A
Cir

aC
irUr が財 iに対する総消費需要を表すことになる．

2.1.3 投資

最終需要としては消費に加え投資需要もあるが，本稿では各地域の投資 INVr はベンチマークのレ

ベルで外生的に一定と仮定する8．投資財の生産は，GTAPモデルと同様に他の通常の財の生産と全
く同じように扱われる．ただし，投資財の生産には本源的要素は用いられないので，投資財は各財を

Leontief型で投入して生産されたものとなる．
6普通はこれを単位支出関数と呼ぶが，ここでは消費を効用を生産する活動と捉えるので生産のときと同じ単位費用という

言葉を使っている．
7消費財 iというのは消費に利用される Armington財 iのことなので，消費財 iの価格とは Armington財 iの価格のこと

である．
8これは実質の投資額のはなしである．名目の投資支出 pINV

r INVr は投資財の価格 pINV
r の変化に伴ない変化する．
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図 2: CRTSモデルにおける Armington統合

2.1.4 国際貿易

他の CGE 分析と同様に，本稿でも cross-hauling を説明するため Armington 仮定を採用する
(Armington, 1969)．Armington仮定とは，異なった地域で生産された財を不完全代替でみなす仮定
である．異なった生産地の財は CES型関数を通じて統合されるのであるが，ここでは GTAPモデル
と同様に二段階で統合をおこなう．すなわち，まず異なった地域からの輸入財を統合し合成輸入財

(composite import)を求め，その上で合成輸入財と国内財を統合するという形式にする．この二段階
の統合は図 2で表されている．σA

ir は国内財と合成輸入財の間の代替の弾力性，σM
ir は輸入財間の代

替の弾力性である．以下では，国内財と輸入財が統合された財を「Armington財」と呼ぶことにす
る．また，国内財と輸入財の統合のことを Armington統合と呼ぶ．Armington財は中間投入，最終
消費，及び投資に利用される．

以下，Armington統合，輸入財の統合を数式で表現しよう．まず，異なった地域からの輸入財の統
合は次のように表現できる．

AMir = AMir({Misr}s) =

∑
s

αM
isr(Misr)

σM
i −1

σM
i


σM

i
σM

i −1

(6)

AMir は地域 rの合成輸入財 iの量，Misr は地域 rの地域 sからの財 iの輸入を表している．
さらに，合成輸入財 AMir，国内財 ADir と Armington財 Air の関係は次のように表せる．

Air = Air(ADir, AMir) =

αAD
ir (ADir)

σA
i −1

σA
i + (αAM

ir )(AMir)
σA

i −1

σA
i


σA

i
σA

i −1

この Armington統合，輸入財の統合といった活動についても生産活動と同様に利潤最大化行動に
従いおこなわれると仮定する9．よって，各活動について単位費用関数を定義することができる．ま

9ただし，CRTSの仮定を置いているので，均衡では利潤はゼロとなる．これは生産活動で利潤がゼロになるのと同じである．
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ず，輸入財統合の単位費用は次式で与えられる．

cAM
ir ≡ min

[
∑

s
p̃M

isr Mis | AMir({Mis}s) = 1

]
=

[
∑

s
(αM

isr)
σM

i ( p̃M
isr)

1−σM
i

] 1
1−σM

i
(7)

p̃M
isr は地域 sから地域 rへの輸入財の価格である．この輸入財の価格には，輸出補助金，関税，輸送
費用が含まれている．tX

isr と tM
isr をそれぞれ地域 sから地域 r への財に対する輸出補助金率，関税率

とする．また，τisr を地域 sから地域 rへの一単位の輸入に必要な輸送サービスの量とし，pT を輸送

サービスの価格とする．すると，輸入財の CIF価格は

p̃X
isr = (1 − tX

isr)pY
isr + pTτisr

と表現できる．ここに関税を上乗せしたものが p̃M
isr となる．

p̃M
isr = (1 + tM

isr) p̃X
isr

同様に，Armington統合の単位費用を次のように定義できる．

cA
ir ≡ min

[
pY

irAD + pAM
ir AM | Air(AD, AM) = 1

]
=

[
(αAD

ir )σA
i (pY

ir)
1−σA

i + (αAM
ir )σA

i (pAM
ir )1−σA

i

] 1
1−σA

i

ただし，pY
ir は地域 rにおける国内財の価格，pAM

ir は地域 rの合成輸入財の価格指数である．
輸入財統合活動の利潤は (pAM

ir − cAM
ir )AMir で与えられるので，利潤最大化条件は

cAM
ir = pAM

ir

となる．同様に，pA
ir を Armington財の価格とすると，Armington統合活動の利潤最大化条件は次

式で与えらえる．

cA
ir = pA

ir

どちらの活動についても，ゼロ利潤条件 (単位費用＝価格)が利潤最大化条件となる．
単位費用関数より，国内財，輸入財に対する単位需要関数を導出することができる．まず，財 iの
地域 sからの輸入に対する単位需要は次式となる．

aM
isr =

∂cAM
ir

∂ p̃M
isr

=

[
αM

isrcAM
ir

p̃M
isr

]σM
i

(8)

地域 rの地域 sからの輸入に対する総需要は aM
isrAMir で与えられる．

同様に，Armington統合活動の国内財，合成輸入財への単位需要は次式で与えられる．

aAD
ir =

∂cA
ir

∂pY
ir

=

[
αAD

ir cA
ir

pY
ir

]σA
i

aAM
ir =

∂cA
ir

∂pAM
ir

=

[
αAM

ir cA
ir

pAM
ir

]σA
i
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2.1.5 国際輸送部門

GTAPモデルと同様に，国際間の輸送サービスを提供する国際輸送部門が存在すると仮定する．国
際輸送部門は各国から投入物の供給を受け，Cobb-Douglas型生産関数によって輸送サービスを生産
する．よって，QT

ir を地域 rの財 iの国際輸送部門への投入物の供給とすると，輸送部門の生産量 YT

は次のように表される．

YT = ∏
i,r

(QT
ir)

θT
ir

この国際輸送活動も CRTS技術の下で利潤最大化行動をとるので，輸送サービスの単位費用関数 cT

を定義できる．

cT = min
[

pY
irQT

ir|YT = 1
]

= ∏
i,r

[
pY

ir
θT

ir

]θT
ir

pT を国際輸送サービスの価格とすると，国際輸送活動の利潤最大化条件は次式となる．

cT = pT

輸送サービスの単位費用関数に Shephardの補題を適用すれば，国際輸送部門の単位投入需要を導
出できる．

aT
ir =

∂cT

∂pT
ir

=
θT

ircT

pY
ir

一方，輸送サービスに対する需要側については，地域 sから地域 rへの一単位の輸入に必要な輸送
サービスの量が τisr (固定)で表されたので，地域 sから地域 rへの財 iの輸入にともなう輸入輸送サー
ビスに対する需要は次式で与えられる．

τisraM
isrAMir

これを全ての i，r，sについて足し合わせたものが，輸送サービスへの総需要となる．

2.2 不完全競争モデル (IRTSモデル)

次に不完全競争モデル (IRTSモデル)について説明しよう．本稿では表 3にある 8つの不完全競争
モデルをとりあげる．

なお，不完全競争モデルといっても農産物部門 (AGRと PAG)については CRTS部門であるとす
る．これは他の不完全競争 CGEモデルでも普通利用される仮定である．CRTS部門については完全
競争モデルと全く同じである．ただし，感応度分析では全ての部門が IRTS部門であるケースも扱っ
ている．

2.2.1 モデル CD

表 3のモデル PCは前節で説明した CRTSモデル (完全競争＋収穫一定の技術のモデル)であり，そ
の他の 8つのモデルが IRTSモデル (不完全競争＋規模の経済性のモデル)である．IRTSモデルは全
てモデル CDの仮定を変更する形で導出される．よってまず最初にモデル CDの構造を説明し，その
後他のモデルで仮定がどう修正されるかを説明する．モデル CDの基本的な構造は独占的競争モデル
であり，その特徴は以下の通りである．
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表 3: 分析するモデルのリスト

モデル名 説明

モデル PC 完全競争モデル

モデル CD Cournotモデル
モデル LGMC Large group monopolistic competitionモデル
モデル CH 同質的な varietyを仮定した Cournotモデル
モデル CF 企業数を固定した Cournotモデル
モデル QCV 推測変分モデル

モデル BD Bertrandモデル
モデル IC 統合市場を仮定した Cournotモデル
モデル IB 統合市場を仮定した Bertrandモデル

A1: 企業レベルで規模の経済性が存在する．規模の経済性は固定費用 (固定要素)の存在によって生
じる．

A2: 同一産業内の各企業の生産物は差別化されている (love of variety)．

A3: 各企業は Cournot推測を持ち行動する．すなわち，各企業はライバル企業の生産量が一定と推
測し，自らの生産量を決定する．

A4: 異なった地域の市場は分断 (segmented)されているとする．

A5: 参入退出は自由におこなわれるとする．

A1は規模の経済性についての仮定である．規模の経済性を導入する方法には，収穫逓増の生産関
数を仮定するという方法もあるが，モデル CDでは他の多くの不完全競争 CGEモデルと同様に，固
定費用を仮定することで規模の経済性を導入している．A2-A5の仮定はモデルによって修正される
が，この A1は全ての IRTSモデルに共通している．

A2は各企業の生産物についての仮定である．モデル CDでは，他の多くの不完全競争 CGEモデ
ルと同様に，企業の生産物は互いに差別化されている (不完全代替である)と仮定している．以下では
各企業の生産物を varietyと呼ぶことにする．この varietyは CES型関数を通じて統合されると仮定
する．CES型関数であるので，Dixit-Stiglitzモデルのように love of varietyの性質を持つことにな
る．さらに，この varietyの統合は Armington統合を維持したままおこなわれると仮定する．不完
全競争モデルによっては，Armington仮定は放棄し，varietyの統合のみを考慮するという形式を採
用している分析も多い．しかし，不完全競争，規模の経済性以外の部分については完全競争モデルと

できる限り共通にしておきたいためArmington仮定を維持することにした．Armington仮定を維持
したまま varietyの統合を加えるので，モデル CDでの Armington-Varietyの統合は図 3のように，
CRTSモデルの Armington統合の最も下の段階に varietyの統合が加わるという形式に修正される．
図の σD

i は国内 variety間の代替の弾力性，σF
i は輸入 variety間の代替の弾力性を表している10．

A3は競争形態についての仮定である．基本的な構造は独占的競争モデルであるといっても，企業
の競争形態は様々なタイプがありうるが，モデル CDでは各企業が Cournot推測の下で行動すると
仮定している．A4は市場の区分についての仮定である．これについては分断市場と統合市場という
代表的な二つの仮定が存在するが，モデル CDでは分断市場を仮定している．分断市場では (地域間
の裁定取引が働かないため)，企業供給先別に異なった価格・供給量を設定することができる．最後の
A5は参入退出についての仮定である．参入退出については自由におこなわれるケースとおこなわれ

10ただし，シミュレーションでは両者は等しいと仮定している．これについては第 4.1 節を参照．

11



地域rのArmington財

地域rの国 内 供 給 地域rの合 成 輸 入 財

地域s か ら の輸 入 地域tか ら の輸 入
地域rの

V a rie ty

地域rの

V a rie ty

地域s の

V a rie ty

地域s の

V a rie ty

地域tの

V a rie ty

地域tの

V a rie ty

F
iσF

iσ

M
iσD

iσ

A
iσ

図 3: IRTSモデルにおける Armington-Variety統合

ないケースの二つが考えらえるが，モデル CDでは参入退出は自由と仮定している．この仮定よりモ
デル CDでは企業数はゼロ利潤条件が満たされるように内生的に決定されることになる．

2.2.2 その他のモデル

以下，その他のモデルについても簡単に特徴を説明しておく．

モデル LGMC: モデル LGMCは理論分析でよく利用される large group monopolistic competition
modelである．このモデルでは，企業は市場に参加している企業数が十分大きいと認識して行動する
と仮定される．この仮定の結果，モデル LGMCでは (1)マークアップ率が (代替の弾力性の逆数に等
しく)一定，かつ (2)各企業の規模 (各企業の生産量)は一定という二つの性質が成り立つことになる．
この二つの性質が現実の企業を適切に反映しているとは考えにくいので，モデル LGMCの現実的な
妥当性には疑問の余地がある．しかし，理論分析でも CGE分析でも非常によく利用されているモデ
ルであるので，ここでも取り上げることにした．

モデル CH: モデル CH は variety についての仮定 A2 を変更したモデルである．モデル CD では
varietyが差別化されている (不完全代替)と仮定されたが，モデル CHでは各企業の varietyが同質
的 (完全代替)と仮定される．これは図 3の Armington-Variety統合において，σD

i と σF
i を無限大に

したケースに等しい．

モデル CF: モデル CFは参入退出についての仮定 A5を変更したモデルである．モデル CDでは，参
入退出が自由と仮定されいたが，モデル CFでは参入退出は不可と仮定される．本稿のモデルでは各
企業が一種類の varietyを生産すると仮定しているので，企業数一定という仮定は variety数が一定
ということを意味することにもなる．
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モデルQCV: モデルQCVは推測変分を導入したモデルである．モデル CDでは各企業はライバル企
業の生産量は変化しないと推測して行動すると仮定されていた (Cournot推測)．これに対し，モデル
QCVでは各企業はライバル企業の生産量が変化すると推測しつつ行動すると仮定する (非 Cournot推
測)．この非 Cournot推測のモデルは Cournotモデルと比較し，複雑で扱いにくいため，理論分析で
はほとんど利用されないが，CGE分析では利用されることが多いのでここでとりあげることにした．

モデル BD: モデル BDはモデル CDを Bertrand 競争に変更したモデルである．すなわち，モデル
BDでは各企業はライバル企業の価格が一定であると推測し行動すると仮定される．

モデル ICとモデル IB: モデル ICは市場の区分についての仮定 (A4)を変更したモデルである．モデ
ル CDでは分断市場 (segmented market)が仮定されていたが，モデル ICでは統合市場 (integrated
market)を仮定している．統合市場では地域間で裁定取引がおこるため，企業は供給先別に異なった
価格を設定することができなくなる．また，供給先別に供給量を選択することはできなくなり，総供

給量しか選択できない．同様に，モデル IBは Bertrand競争のモデル BDを統合市場モデルにしたも
のである．

2.2.3 費用構造

以下ではモデル CDを例にとり，不完全競争モデルの構造を詳細に説明していく．規模の経済性は
固定費用の存在によって生じると仮定された．よって，qT

vir を地域 rの IRTS部門 iにおける企業 vの
総生産量とすると，その企業の総費用 TCvir は以下のように表現される．

TCvir = MCvir

[
qT

vir + fcvir

]
(9)

ただし，MCvir は限界費用，MCvirfcvir は固定費用を表している
11．規模の経済性を仮定すると言っ

ても，投入構造については CRTSモデルと同様に，CES関数を仮定するので，限界費用は生産量から
は独立になる．また，固定投入物にも可変投入物と全く同じものを利用すると仮定するので，固定費

用はMCvirfcvir という形式で表現される．

2.2.4 産出サイド

モデル CDでは Armington-Variety統合は図 3のように修正された．また，全ての地域の市場は
分断されており，各企業は供給先別に価格，供給量を設定することができた．企業は図 3の関係を認
識した上で各地域への最適な供給量を決定することになる．

地域 rの IRTS部門 iにおける企業 vの利潤は次のように表現できる．

πvir = (1 − tY
ir)

[
pD

virqD
vir + ∑

s
pX

virsqX
virs

]
− MCvir

[
qD

vir + ∑
s

qX
virs + fcvir

]
(10)

ただし，tY
ir は生産税率，qD

vir は国内市場への供給量，qX
virs は地域 sへの供給量，pD

vir は国内市場での

価格，pX
virs は地域 sへの輸出価格である．qT

vir が総生産量を表していたので，

qT
vir = qD

vir + ∑
s

qX
virs

11「固定費用」という用語を利用しているが，これはMC × fcが一定であるということは意味しない．限界費用MCが変化
すれば，MC × fcも変化するからである．ここで「固定費用」とは生産量に依存しない費用という意味である．
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が成立する．完全競争モデルでは国内向けの財も輸出向けの財もその価格は単一の価格 pY
ir で表され

ていた．一方，モデル CDでは供給先別に価格は区別されることになる．
各企業は (10)式の利潤を最大化するように各地域への供給量を決定する．この利潤最大化問題の一
階の条件は次式で与えられる．

∂πvir

∂qD
vir

= 0 : (1 − tY
ir)pD

vir

[
1 − 1

εD
vir

]
= MCvir (11)

∂πvir

∂qX
virs

= 0 : (1 − tY
ir)pX

virs

[
1 − 1

εX
virs

]
= MCvir (12)

εD
vir，εX

virs はそれぞれ国内市場，輸出市場 (地域 s での市場) における需要の価格弾力性 (perceived
elasticities of demand)を表しており，次のように定義される．

εD
vir ≡ −

∂ ln qD
vir

∂ ln pD
vir

εX
virs ≡ −

∂ ln qX
virs

∂ ln pX
virs

ここで，µD
vir ≡ 1/εD

vir, µX
virs ≡ 1/εX

virs と定義しよう．さらに生産者価格を p̂D
vir = (1 − tY

ir)pD
ir ,

p̂X
virs = (1 − tY

ir)pX
virs で表すとする．すると，(11)–(12)式は次のように書き換えることができる．

µD
vir =

p̂D
vir − MCvir

p̂D
vir

µX
virs =

p̂X
virs − MCvir

p̂X
virs

(13)

この関係から µD
vir，µX

virs はそれぞれ国内市場，輸出市場に対するマークアップ率を表していることが

わかる．以下，µD
vir，µX

virs をそれぞれ国内市場，輸出市場 (地域 s)に対するマークアップ率と呼ぶこ
とにする．

2.2.5 マークアップ率

(11)–(12)式 (あるいは (13)式)の関係をシミュレーションに導入するには，マークアップ率の具体
的な表現を導出する必要がある．以下では，同一部門の全ての企業 (variety)が対称的であるという
仮定を置きマークアップ率の導出をおこなう．

国内市場向けのマークアップ率

まず，比較的単純な国内市場向けのマークアップ率 (µD
vir)の導出をおこなう．µD

vir は国内市場にお

ける需要の価格弾力性 (εD
vir)の逆数であるので，マークアップ率を求めるということは εD

vir を求める

ことに等しい．variety，財に対する需要側は図 3で表現されていた．全ての段階で統合は CES型関
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数によっておこなわれているので，図 3の関係は次のように表現することができる．

Air =

αAD
ir (ADir)

σA
i −1

σA
i + αAM

ir (AMir)
σA

i −1

σA
i


σA

i
σA

i −1

(14)

AMir =

∑
s

αM
isr(Misr)

σM
i −1

σM
i


σM

i
σM

i −1

(15)

ADir =

∑
v

βD
vir(qD

vir)
σD

i −1

σD
i


σD

i
σD

i −1

(16)

Misr =

∑ βM
visr(qX

visr)
σF

i −1

σF
i


σF

i
σF

i −1

(17)

Air は Armington財 i の量，AMir は合成輸入財 (各地域からの輸入が統合されたもの)の量，ADir

は合成国内 variety (国内 varietyが統合されたもの)，Misr は合成輸入 variety (地域 s の varietyが
統合されたもの)である．(14)式と (15)式は CRTSモデルにでてきた式と全く同じである．
全ての統合関数は一次同次関数であり，かつ variety，財の選択は支出を最小化するようにおこな

われると仮定するので，以下のように各数量指数に対する価格指数を定義できる12．

pA
ir =

[
(αAD

ir )σA
i (pAD

ir )1−σA
i + (αAM

ir )σA
i (pAM

ir )1−σA
i

] 1
1−σA

i (18)

pAM
ir =

[
∑

s
(αM

isr)
σM

i ( p̃M
isr)

1−σM
i

] 1
1−σM

i
(19)

pAD
ir =

[
∑
v

(βD
vir)

σD
i (pD

vir)
1−σD

i

] 1
1−σD

i
(20)

pM
isr =

[
∑
v

(βM
visr)

σF
i ( p̃X

visr)
1−σF

i

] 1
1−σF

i
(21)

ただし，p̃M
isr = (1 + tM

isr)pM
isr，p̃X

visr = (1 − tX
isr)pX

visr + pTτisr である．

12 pA
ir，pAM

ir ，pAD
ir ，pM

isr は全て単位支出関数 (単位費用関数)として導出されている．例えば，pA
ir は Armington財 i一単位

を得ために必要な最小支出を表している．
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これらの価格指数 (単位支出関数)に Shephardの補題を適用することで，需要関数を導出できる．

ADir =
∂pA

ir
∂pAD

ir
Air =

[
αAD

ir pA
ir

pAD
ir

]σA
i

Air (22)

AMir =
∂pA

ir
∂pAM

ir
Air =

[
αAM

ir pA
ir

pAM
ir

]σA
i

Air (23)

Misr =
∂pAM

ir
∂ p̃M

isr
AMir =

[
αM

isr pAM
ir

p̃M
isr

]σM
i

AMir (24)

qD
vir =

∂pAD
ir

∂pD
vir

ADir =

[
βD

vir pAD
ir

pD
vir

]σD
i

ADir (25)

qX
visr =

∂pM
isr

∂ p̃X
visr

Misr =

[
βM

visr pM
isr

p̃X
visr

]σF
i

Misr (26)

以上の結果を用いて，マークアップ率 (需要の価格弾力性)を求めよう．まず，(25)式から国内 variety
に対する逆需要関数が計算できる．

pD
vir =

[
ADir

qD
vir

]1/σD
i

βD
vir pAD

ir (27)

両辺の対数をとると

ln pD
vir =

1
σD

i
ln Air −

1
σD

i
qD

vir + ln pAD
ir + ln βD

vir

となる．この両辺を ln qD
vir で偏微分する．

∂ ln pD
vir

∂ ln qD
vir

= − 1
σD

i
+

1
σD

i

qD
vir

ADir

∂ADir

∂qD
vir

+
qD

vi f

pAD
ir

∂pAD
ir

∂ADir

∂ADir

∂qD
vir

(28)

βD
vir は定数であるので，βD

vir が入った項は消える．

ここで，(16)式より，(28)式内の ∂ADir/∂qD
vir は次のように書き換えることができる．

∂ADir

∂qD
vir

= (ADir)1/σD
i

[
βD

vir(qD
vir)

−1/σD
i + ∑

v′ ̸=v
βD

v′ir(qD
v′ir)

−1/σD
i

qD
v′ir

qD
vir

ϕD
vir

]
(29)

ϕD
vir は企業 vの推測変分であり，次のように定義される13．

ϕD
vir ≡

∂ ln qD
v′ir

∂ ln qD
vir

v′ ̸= v

つまり，ϕD
vir は自らが国内供給量を 1%増加させたときに，同一地域内のライバル企業が何%供給量

を変化させるかということを表す推測変分である．

(27)式を (29)式に代入してやれば，次式が得られる．

∂ADir

∂qD
vir

=
pD

vir
pAD

ir

[
1 + ∑

v′ ̸=v

pD
v′irqD

v′ir
pD

virqD
vir

ϕD
vir

]
13推測変分については，例えば Kamien and Schwartz (1983)，Eaton and Grossman (1986)等を参照されたい．
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以上の結果を元に (28)式を次のように書き換えることができる．

∂ ln pD
vir

∂ ln qD
vir

= − 1
σD

i
+

[
1

σD
i

pD
virqD

vir
pAD

ir ADir
+

pD
virqD

vir
pAD

ir ADir

∂pAD
ir

∂ADir

ADir

pAD
ir

] [
1 + ∑

v′ ̸=v

pD
v′irqD

v′ir
pD

virqD
vir

ϕD
vir

]

pD
virqD

vir/(pAD
ir ADir)は国内市場における企業 vのシェアを表しているのだが，ここでは同一産業内

の企業が対称的であると仮定するので，pD
virqD

vir/(pAD
ir ADir) = 1/nir が成立する．同様に，対称性よ

り pD
vir = pD

v′ir，qD
vir = qD

v′ir が成立する．以上の結果より，次の関係が成立する．

∑
v′ ̸=v

pD
v′irqD

v′ir
pD

virqD
vir

ϕD
vir = (nir − 1)ϕD

ir

さらに，以下のように記号を定義する．

εAD
ir ≡ −∂ADir

∂pAD
ir

pAD
ir

ADir

εAD
ir は合成輸入財に対する需要の価格弾力性を表している．

以上の結果より，マークアップ率 µD
ir は次のように表現できる．

µD
ir =

1
εD

ir
= −

∂ ln pD
vir

∂ ln qD
vir

=
1

σD
i

+

[
1

εAD
ir

− 1
σD

i

]
1 + (nir − 1)ϕD

ir
nir

(30)

同様の手順に従うと，(30)式内の 1/εAD
ir を次のように書き換えることができる．

1
εAD

ir
=

1
σA

i
+

[
1

εA
ir
− 1

σA
i

] [
SAD

ir + (1 − SAD
ir )ϕDM

ir

]
(31)

ここで，SAD
ir は地域 rへの総供給に占める国内供給のシェア，ϕDM

ir は推測変分，εA
ir は Armington財

への需要の価格弾力性であり，次のように定義される．

SAD
ir ≡

pAD
ir ADir

pA
ir Air

ϕDM
ir ≡ ∂ ln AMir

∂ ln ADir
εA

ir ≡ −∂ ln Air

∂ ln pA
ir

(30)式と (31)式を組み合せると，マークアップ率は次のように表せる．

µD
ir =

1
σD

i
+

{
1

σA
i

− 1
σD

i
+

[
1

εA
ir
− 1

σA
i

] [
SAD

ir + (1 − SAD
ir )ϕDM

ir

]} 1 + (nir − 1)ϕD
ir

nir
(32)

モデル CDでは Cournot推測を仮定しているので，推測変分パラメータ ϕD
ir，ϕDM

ir はゼロになる．

よって，(32)式は結局次式になる．

µD
ir =

1
σD

i
+

{
1

σA
i

− 1
σD

i
+

[
1

εA
ir
− 1

σA
i

]
SAD

ir

}
1

nir

これが，地域 rの IRTS部門 iにおける各企業の国内市場向けのマークアップ率である．

輸出市場でのマークアップ率

次に，輸出市場でのマークアップ率を導出する．以下では地域 sの企業の地域 rへの輸出を例にと
り，µX

visr を導出する．手順は国内市場でのマークアップ率 µD
vir を導出したときと基本的には同じで

ある．まず，(26)式より地域 sの地域 rからの輸入に対する逆需要関数が計算できる．

p̃X
visr =

[
Misr

qX
visr

]1/σF
i

βM
visr pM

isr (33)
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両辺の対数をとると，

ln p̃X
visr =

1
σF

i
ln Misr −

1
σF

i
ln qX

visr + ln pM
isr + ln βM

visr

となり，この両辺を ln qX
visr で偏微分すれば

∂ ln p̃X
visr

∂ ln qX
visr

= − 1
σF

i
+

1
σF

i

qX
visr

Misr

∂Misr

∂qX
visr

+
qX

visr
pM

isr

∂pM
isr

∂Misr

∂Misr

∂qX
visr

(34)

となる．ここで (17)式より (34)式内の ∂Misr/∂qX
visr は次のように書き換えることができる．

∂Misr

∂qX
visr

= (Misr)1/σF
i

[
βM

visr(qD
vir)

−1/σF
i + ∑

v′ ̸=v
βM

v′isr(qX
v′isr)

−1/σF
i

qX
v′isr

qX
visr

ϕX
visr

]
(35)

ϕX
visr は推測変分パラメータであり次のように定義される．

ϕX
visr ≡

∂ ln qX
v′isr

∂ ln qX
visr

v′ ̸= v (36)

(33)式を (35)式に適用すると，次式を得る．

∂Misr

∂qX
visr

=
p̃X

visr
pM

isr

[
1 + ∑

v′ ̸=v

p̃X
v′isrqX

v′isr
p̃X

visrqX
visr

ϕX
visr

]

以上の結果より，(34)式は次式となる．

∂ ln p̃X
visr

∂ ln qX
visr

= − 1
σF

i
+

[
1

σF
i

qX
visr

Misr

p̃X
visr

pM
isr

+
qX

visr
Misr

p̃X
visr

pM
isr

∂pM
isr

∂Misr

Misr

pM
isr

] [
1 + ∑

v′ ̸=v

p̃X
v′isrqX

v′isr
p̃X

visrqX
visr

ϕX
visr

]

再び企業間の対称性の仮定より，qX
visr/Misr = 1/nis が成立する．同様に対称性より，次式が成立

する．

∑
v′ ̸=v

p̃X
v′isrqX

v′isr
p̃X

visrqX
visr

ϕX
visr = (nis − 1)ϕX

isr

さらに，地域 rの地域 sからの輸入需要の価格弾力性を次のように定義する．

εM
isr ≡ −∂Misr

∂pM
isr

pM
isr

Misr
(37)

以上より，マークアップ率は次のように表現できる．

µ̃X
isr =

1
ε̃X

isr
= −

∂ ln p̃X
isr

∂ ln qX
isr

=
1

σF
i

+

[
1

εM
isr

− 1
σF

i

]
1 + (nis − 1)ϕX

isr
nis

(38)

同様の手順に従って，弾力性を書き換えていく．

1
εM

isr
=

1
σM

i
+

[
1

εAM
ir

− 1
σM

i

]
[SM

isr + (1 − SM
isr)ϕXM

isr ] (39)

1
εAM

ir
=

1
σA

i
+

[
1

εA
ir
− 1

σA
i

]
[SAM

ir + (1 − SAM
ir )ϕXMD

isr ] (40)
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SM
isr ≡

p̃M
isr Misr

pAM
ir AMir

SAM
ir ≡

pAM
ir AMir

pA
ir Air

= 1 − SAD
ir

ϕXM
isr ≡ ∂ ln Mis′r

∂ ln Misr
ϕXMD

isr ≡ ∂ ln ADir
∂ ln AMir

(38)–(40)式より，地域 sの市場における地域 rの企業のマークアップ率は次式で与えられる．

µ̃X
isr =

1
σF

i
+

{
1

σM
i

− 1
σF

i
+

[
1

σA
i

− 1
σM

i
+

(
1

εA
ir
− 1

σA
i

)

× [SAM
ir + (1 − SAM

ir )ϕXMD
isr ]

]
[SM

isr + (1 − SM
isr)ϕXM

isr ]
}

1 + (nis − 1)ϕX
isr

nis
(41)

再び Cournot推測の仮定より，ここでも推測変分パラメータ ϕX
isr，ϕXMD

isr ，ϕXM
isr は全てゼロになる．

よって，(41)式は次式となる．

µ̃X
isr =

1
σF

i
+

{
1

σM
i

− 1
σF

i
+

[
1

σA
i

− 1
σM

i
+

(
1

εA
ir
− 1

σA
i

)
SAM

ir

]
SM

isr

}
1

nis
(42)

国内市場におけるマークアップ率を導出する際はこれで終わったが，本稿のモデルでは specificな
形の輸送費用が存在するため，µ̃X

isr は輸出市場において企業が直面するマークアップ率 µX
isr とは一致

しない．以下，この輸送費用の調整をおこなう．

まず，ε̃X
isr は次のように定義されていた．

ε̃X
isr = −

∂ ln qX
isr

∂ ln p̃X
isr

p̃X
isr = (1 − tX

isr)pX
isr + pTτisr であるので，次式を得る．

ε̃X
isr = −

∂qX
isr

∂pX
isr

∂pX
isr

∂ p̃X
isr

p̃X
isr

qX
isr

= −
∂qX

isr
∂pX

isr

pX
isr

qX
isr

p̃X
isr

(1 − tX
isr)pX

isr
= εX

isr
p̃X

isr
(1 − tX

isr)pX
isr

この関係を使えば，µ̃X
isr から企業の直面するマークアップ率 µX

isr を導出することができる．

µX
isr = µ̃X

isr
p̃X

isr
(1 − tX

isr)pX
isr

これが地域 sの IRTS部門 iの企業が地域 rにおいて直面するマークアップ率である．

2.2.6 利潤最大化

ここではこれまで得られた結果をまとめる．地域 rの IRTS部門 iの企業の利潤最大化条件は (11)–
(12)式で与えられた．IRTSモデルでも投入構造は CRTSモデルと同じと仮定するので，IRTSモデル
の限界費用 (i.e. MCir)は CRTSモデルの限界費用 (cY

ir)に一致する．また，対称性の仮定よりインデッ
クス vは省略できる．よって，利潤最大化条件は次のように表すことができる．

(1 − tY
ir)pD

ir

[
1 − µD

ir

]
= cY

ir (43)

(1 − tY
ir)pX

irs

[
1 − µX

irs

]
= cY

ir (44)

(43)式は国内供給 qD
ir についての利潤最大化条件で，(44)式は輸出供給 qX

irs についての利潤最大化条

件である．これらの条件に従い，企業は qD
ir と qX

irs を決定する．
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マークアップ率は次式のような形式になった．

µD
ir =

1
σD

i
+

{
1

σA
i

− 1
σD

i
+

[
1

εA
ir
− 1

σA
i

]
SAD

ir

}
1

nir
(45)

µ̃X
irs =

1
σF

i
+

{
1

σM
i

− 1
σF

i
+

[
1

σA
i

− 1
σM

i
+

(
1

εA
is
− 1

σA
i

)
SAM

is

]
SM

irs

}
1

nir
(46)

µX
irs = µ̃X

irs
p̃X

irs
(1 − tX

irs)pX
irs

(47)

p̃X
irs = (1 − tX

irs)pX
irs + pTτirs (48)

また，シェアを表す変数 (シェア変数)は次のように定義された．

SAD
ir =

pAD
ir ADir

pA
ir Air

SAM
is =

pAM
is AMis

pA
is Ais

= 1 − SAD
is

SM
irs =

p̃M
irs Mirs

pAM
is AMis

∑
r

SM
irs = 1

2.2.7 ゼロ利潤条件

モデル CDは参入退出が可能と仮定している．よって，均衡ではゼロ利潤が成立する．ゼロ利潤条
件は (10)式で与えられた．

πir = (1 − tY
ir)

[
pD

ir qD
ir + ∑

s
pX

irsqX
irs

]
− cY

ir

[
qD

ir + ∑
s

qX
irs − fcir

]
= 0 (49)

IRTS部門 iの企業数はこのゼロ利潤条件が満たされるように決定される．

2.2.8 平均費用

qT
ir を IRTS部門 iの各企業の総生産量とする．つまり，qT

ir = qD
ir + ∑s qX

irs である．すると，各企業

の総費用は cY
ir(qT

ir + fcir)と表せる．cY
irqT

ir は可変費用であり，cY
irfcir は固定費用である．平均費用は

総費用を総生産量で割ったものであるので，次式で与えられる．

ACir =
cY

ir(qT
ir + fcir)
qT

ir
= cY

ir

[
1 +

fcir

qT
ir

]

これより，各企業の平均費用は総生産量の上昇にともない低下する，つまり規模の経済性が働くこと

が確認できる．

2.2.9 価格指数

(20)式，(21)式において，統合された variety (合成 variety)に対する価格指数を定義した．これ
らの価格指数を対称性の仮定を利用して書き換える．対称性より βD

vir，pD
vir は全ての vについて等し

くなる．よって，vについての和をとることは nir をかけ合わせることに等しい．よって，(20)式は
次のように書き換えることができる．

pAD
ir =

[
nir(βD

ir )
σD

i (pD
ir )

1−σD
i

] 1
1−σD

i = (nir)
1

1−σD
i (βD

ir )
σD

i
1−σD

i pD
ir
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これより，nir の変化が価格指数に与える影響を読み取ることができる．σD
i > 1と仮定しよう (こ

れは後のシミュレーションでは実際に満たされる)．すると，∂pAD
ir /∂nir < 0 が成立する．つまり，

variety数が多いほど，一単位の合成 varietyを得るのに必要な支出が少なくてすむということにな
る．これは love of varietyが存在していることを意味している．
同様に，合成輸入 varietyに対する価格指数 pM

isr を次のように書き換えることができる．

pM
isr =

[
nis(βM

isr)
σF

i ( p̃X
isr)

1−σF
i

] 1
1−σF

i = (nis)
1

1−σF
i (βM

isr)
σF

i
1−σF

i p̃X
isr

この価格指数についても，variety数増加が価格指数を低下させるという関係が成り立っている．

2.2.10 需要関数

varietyへの単位需要関数は (25)–(26)式から導出できる．まず，地域 rの企業の varietyに対する
国内の単位需要は次式で与えられる．

aDD
ir =

∂pAD
ir

∂pD
vir

=

[
βD

vir pAD
ir

pD
vir

]σD
i

同様に，地域 sの企業の varietyに対する地域 rの単位需要は次式となる．

aMM
isr =

∂pM
isr

∂ p̃X
isr

=

[
βM

isr pM
isr

p̃X
isr

]σF

2.2.11 IRTS部門の国際輸送部門への供給

IRTSモデルでは AGR，PAG部門以外について不完全競争＋ IRTSを仮定するが，その IRTS部門
の内，生産物を国内，輸出だけではなく，国際輸送部門にも供給している部門がある (具体的には SER
部門)．これらの国際輸送部門への供給分に関しては不完全競争部門であっても，CRTS部門と同様に
CRTS技術＋完全競争の仮定の下で生産されると仮定する．これらの部門の国際輸送部門への供給分
の生産は YXT

ir で表す．

2.3 市場均衡条件

市場均衡の条件は CRTS部門と IRTS部門で異なってくるので，両部門の均衡条件を分けて提示す
る．以下では基本的に左辺が供給，右辺が需要を表すものとする．

2.3.1 CRTS部門の生産物 (i ∈ C)

CRTS 部門の生産物については，まず供給は Yir で与えられる．一方，需要は国内需要 (aAD
ir Air)，

地域 sの輸入需要 (aM
irsAMirs)，国際輸送部門の投入需要 (aT

irY
T)から構成される．

Yir ≥ aAD
ir Air + ∑

s
aM

irsAMirs + aT
irY

T i ∈ C, i ̸= cgd

投資財 (i.e. i = cgd)については，需要は投資需要 INVr のみからなる．よって，市場均衡条件は次

のように修正される．

Yir ≥ INVr i = cgd

本稿では投資需要 INVr は外生的に一定と仮定される．
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2.3.2 IRTS部門の生産物 (i ∈ K)

IRTS部門については，各企業の varietyが差別化されているので，市場均衡も企業別に考える必要
がある．まず，地域 rの IRTS部門 iの企業の国内供給は qD

ir で与えらえる．一方，この国内供給に対

応する需要は aDD
ir ADir で与えられる．

qD
ir ≥ aDD

ir ADir

同様に，地域 r の IRTS部門 iの企業の地域 sへの輸出供給は qX
irs で与えられ，それに対する需要

は aMM
irs Mirs で与えられる．よって，市場均衡条件は次式となる．

qX
irs ≥ aMM

irs Mirs

2.3.3 Armington財の市場

Armington財 iの供給は Airで表される．一方，需要は中間需要と最終需要の和で与えられる．最終

需要は aC
irUr で表されるが，中間需要は CRTS部門か IRTS部門かで表現が変わってくる．CRTS部門

jの中間需要は āI
ijrYjr で与えられる．一方，IRTS部門 jに関しては，一企業の需要が āI

ijrqT
jr + āI

ijrfcjr

で与えられるので，これに企業数 njr をあわせたものが総需要となる．以上より，Armington財 iの
市場均衡条件は次式となる．

Air ≥ ∑
j∈C

āI
ijrYjr + ∑

j∈K
njr āI

ijrqTT
jr + aC

irUr

ただし，qTT
jr は次のように定義される．

qTT
jr ≡ qT

jr + fcjr j ∈ K

2.3.4 国際輸送サービスの市場均衡

国際輸送サービスの供給は YT，需要は τirsaM
irsAMirs を全ての i，s，r について足し合わせたもの

で与えられた．よって，市場均衡は次のように表現される．

YT ≥ ∑
i,r,s

τirsaM
irsAMirs

2.3.5 本源的要素の市場均衡

本源的要素 f の供給は F̄f r である．これは外生的に一定と仮定される．一方，需要は各部門の投入

需要の和となる．CRTS部門の需要は aF
f irYir，IRTS部門の一企業の需要は aF

f irqTT
ir であるので，結局

市場均衡条件は次式となる．

F̄f r ≥ ∑
i∈C

aF
f irYir + ∑

i∈K
niraF

f irqTT
ir
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2.4 代表的家計の所得

以下では代表的家計が消費に支出する所得 (Hr)を導出する．所得は要素所得，税収，海外からの
ネットのキャピタルフロー，利潤から構成される14．税収は，生産税，中間投入税，生産要素税，消

費税，輸出税，関税から構成される．ネットのキャピタルフローは pU
z BOPr で表される

15．以上の所

得から，投資支出を差し引いたものが，消費に支出される所得となる16．

Hr = ∑
f

pF
f r F̄f r + ∑

i∈C
tY
ir pY

irYir + ∑
i∈K

tY
irnir

[
pD

ir qD
ir + ∑

s
pX

irsqX
irs

]
+ ∑

j,i∈C
tI

jir pA
jr āI

jirYir + ∑
j,i∈K

tI
jir pA

jr āI
jirnirqTT

ir + ∑
f ,i∈C

tF
f ir pF

f raF
f irYir + ∑

f ,i∈K
tF

f ir pF
f raF

f irnirqTT
ir

− ∑
i∈C,s

tX
irs pY

iraM
irsAMis − ∑

i∈K,s
tX
irs pX

irsnir q̃X
irs + ∑

i∈C,s
tM
isr p̃X

israM
isrAMir + ∑

i∈K,s
tM
isr p̃X

isrnis q̃X
isr

+ ∑
i

tC
ir pA

ir aC
irUr + ∑

i∈K
πir + pU

z BOPr − pINV
r INVr

2.5 その他の不完全競争モデル

これまで IRTSモデルとしてモデル CDを前提としてきた．以下では他の IRTSモデルにおいて均
衡条件がどう修正されるかを説明する．

2.5.1 モデル LGMC

モデル LGMCは large group monopolistic competitive modelであった．このモデルでは，各企
業は企業数が十分大きいと認識すると仮定される．よって，このモデルにおけるマークアップ率はモ

デル CDのマークアップ率 (45)–(46)式において企業数 nir を無限大にすることで導出することができ

る17．

µD
ir = 1/σD

i µ̃X
irs = 1/σF

i (50)

上式が示すようにモデル LGMCではマークアップ率は variety間の代替の弾力性の逆数に等しく
なる．このためマークアップ率は常に一定となる．その他の均衡条件式はモデル CDと同じである．

2.5.2 モデル CH

モデル CH では variety が同質的と仮定される．同質的ということは variety 間の代替の弾力性
が無限大ということであるので，モデル CHのマークアップ率は (45)–(46)式において，σD

i → ∞，
σF

i → ∞とすることで導出することができる．

µD
ir =

[
1

σA
i

+

(
1

εA
ir
− 1

σA
i

)
SAD

ir

]
1

nir

µ̃X
irs =

{
1

σM
i

+

[
1

σA
i

− 1
σM

i
+

(
1

εA
ir
− 1

σA
i

)
SAM

is

]
SM

irs

}
1

nir

14利潤はモデル CF以外では結局ゼロである．
15 pU

z ，つまりベンチマークにおいて消費額が最も多い国の効用の価格指数を国際間のキャピタルフローの価格指数に利用し
ている．

16地域 rの貯蓄額は pINV
r INVr − pU

z BOPr に等しい．
17 マークアップ率を導出する際に nr → ∞と置いているが，これはあくまで企業の推測であり，実際の企業数が無限大とい

うことではない．実際の企業数はゼロ利潤条件が満たされるように内生的に決定される．
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2.5.3 モデル CF

モデル CFでは企業数が一定と仮定される．よって，ゼロ利潤条件は満たされなくなり18，その結

果利潤，あるいは損失が生じることになる．この利潤は家計に一括で移転されると仮定する (損失の
場合は逆に家計が一括で補填する)．その他はモデル CDと同じである．

2.5.4 モデルQCV

モデル CDでは Cournot推測を仮定していた．一方，モデルQCVでは非ゼロの推測変分を仮定す
る．モデル CDのマークアップ率を導出する際に Cournot推測の仮定を利用したので，モデルQCV
ではマークアップ率が異なってくる．

Cournot推測の仮定を置く前の，推測変分パラメータが入ったマークアップ率は (32)式と (41)式で
与えられた．これを元にモデル QCVのマークアップ率を求めていくが，以下では単純化のため「企
業の推測変分パラメータはどの企業に対するものでも等しい」という仮定をおくことにする．例えば，

地域 r のある企業を考える．上の仮定はこの企業の推測変分は同じ地域 r の企業に対するものでも，
他の地域の企業に対するものでもどちらも等しいということを意味している．この仮定はこれまで定

義した記号を使えば以下のように表すことができる．

ϕD
ir ≡

∂ ln qD
v′ir

∂ ln qD
vir

=
∂ ln qX

lisr
∂ ln qD

vir
v′ ̸= v

ϕX
irs ≡

∂ ln qX
v′irs

∂ ln qX
virs

=
∂ ln qX

lir′s
∂ ln qX

virs
=

∂ ln qD
lis

∂ ln qX
virs

v′ ̸= v, r′ ̸= r

例えば，上側の式の二番目の式は自らが国内供給量を 1%増加したときの同じ地域 rの企業の反応 (何
%国内供給量を増加させるか)に対する推測を表している．一方，三番目の式は自らが国内供給量を
1%増加したときの他の地域の企業の反応 (他の地域の企業が地域 r への供給量を何%増加させるか)
に対する推測を表している．上の仮定はこの両者が等しいということを意味している．下側の式は，

輸出供給に関する推測についても同様の性質が満たされるということを意味している．

以上のように定義した ϕD
ir，ϕX

irs を利用し，(32)式，(41)式に含まれる ϕDM
ir ，ϕXM

irs ，ϕXMD
irs を書き

換えていく．まず，ϕDM
ir を書き換えよう．ϕDM

ir は次のように定義されていた．

ϕDM
ir ≡ ∂ ln AMir

∂ ln ADir

(16)式，(27)式より，次式が成り立つ．

d ln ADir = ∑
v′ ̸=v

SD
v′ird ln qD

v′ir + SD
vird ln qD

vir

ただし，SD
v′ir は次のように定義される．

SD
v′ir ≡ pD

v′irqD
v′ir/(pAD

ir ADir)

ϕD
vir の定義より，上式は次のように書き換えれる．

d ln ADir =

[
∑

v′ ̸=v
SD

v′irϕD
vir + SD

vir

]
d ln qD

vir

18ただし，初期均衡ではゼロ利潤が満たされていると仮定する．
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さらに対称性の仮定より，SD
v′ir = SD

vir = 1/nir が成立するので，

d ln ADir =
1 + (nir − 1)ϕD

ir
nir

d ln qD
ir (51)

と書き換えることができる．

同様に，(15)式，(17)式，(24)式，(26)式より以下の関係が求められる．

d ln AMir = ∑
s

SM
isrd ln Misr d ln Misr = ∑

z
SX

zisrd ln qX
zisr

ただし，

SX
zisr ≡ p̃X

zisrqX
zisr/(pM

isr Misr)

である．ϕD
ir の定義より，d ln qX

zisr = ϕD
ir d ln qD

ir が成り立つ．よって，d ln Misr は次のように書き換え

ることができる．

d ln Misr = ∑
z

SX
zisrϕD

ir d ln qD
ir = ϕD

ir d ln qD
ir

この結果より，d ln AMir を次のように表現できる．

d ln AMir = ∑
s

SM
isrϕD

ir d ln qD
ir = ϕD

ir d ln qD
ir (52)

(51)式，(52)式より ϕDM
ir を次のように書き換えることができる．

ϕDM
ir =

ϕD
ir

[1 + (nir − 1)ϕD
ir ]/nir

(53)

(53)式を使うと，マークアップ率 (32)式は結局次式となる．

µD
ir =

1
σD

i
+

[
1

σA
i

− 1
σD

i

]
1 + (nir − 1)ϕD

ir
nir

+

[
1

εA
ir
− 1

σA
ir

]
SAD

ir + (nir − SAD
ir )ϕD

ir
nir

(54)

これがモデル QCVにおける国内供給に対するマークアップ率である．
同じ手順に従い (41)式を書き換えいけば，輸出供給に対するマークアップ率も求めることができ

る．まず，(41)式内の ϕXM
isr と ϕXMD

isr は次のように定義されていた．

ϕXM
isr ≡ ∂ ln Mis′r

∂ ln Misr
ϕXMD

isr ≡ ∂ ln ADir
∂ ln AMir

(17)式，(26)式より，

d ln Misr = ∑
v′ ̸=v

SX
v′isrd ln qX

v′isr + SX
visrd ln qX

visr

が成り立つ．ここで，ϕX
visr の定義と対称性の仮定より上式は次のように書き換えることができる．

d ln Misr =
1 + (nis − 1)ϕX

isr
nis

d ln qX
visr (55)

同じ手順に従うと，d ln Mis′r は次式となる．

d ln Mis′r = ∑
v′

SX
v′is′rd ln qX

v′is′r
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ϕX
visr の定義より，∀v′, s′ について，d ln qX

v′is′r = ϕX
isrd ln qX

visr が成り立つ．よって，

d ln Mis′r = ϕX
isrd ln qX

isr (56)

と書き換えることができる．

(55)式，(56)式より，ϕXM
isr は次式となる．

ϕXM
isr =

ϕX
isr

[1 + (nis − 1)ϕX
isr]/nis

(57)

次に ϕXMD
isr を考える．まず，(16)式，(25)式より，

d ln ADir = ∑
v′

SD
v′ird ln qD

v′ir = ∑
v′

SD
v′irϕX

visrd ln qX
visr = ϕX

visrd ln qX
visr (58)

同様に，(15)式，(26)式，(55)式，(56)式より，以下が成り立つ．

d ln AMir = ∑
s′ ̸=r

SM
is′rd ln Mis′r + SM

isrd ln Misr

= ∑
s′ ̸=r

SM
is′rϕX

isrd ln qX
isr + SM

isr
1 + (nis − 1)ϕX

isr
nis

d ln qX
isr (59)

(58)式，(59)式から ϕXMD
isr は次のように表現できる．

ϕXMD
isr =

ϕX
isr

ϕX
isr + (1 − ϕX

isr)SM
isr/nis

(60)

(57)式と (60)式を (41)式に代入することで，輸出供給についてのマークアップ率を次のように書
き換えることができる．

µ̃X
irs =

1
σF

i
+

[
1

σM
i

− 1
σF

i

]
1 + (nir − 1)ϕX

irs
nir

+

[
1

σA
i

− 1
σM

i

]
SM

irs + (nir − SM
irs)ϕX

isr
nir

+

[
1

εA
is
− 1

σA
i

]
SM

irsSAM
is + (nir − SM

irsSAM
is )ϕX

isr
nir

2.5.5 モデル BD

モデル BDはモデル CDの Bertrand競争バージョンである．以下では，このモデル BDのマーク
アップ率を導出する．まず，国内供給についてのマークアップ率を考えよう．(25)式より，次式が成
り立つ．

∂ ln qD
vir

∂ ln pD
vir

= −σD
i + σD

i
pD

vir
pADir

∂pAD
ir

∂pD
vir

+
pD

vir
ADir

∂ADir

∂pAD
ir

∂pAD
ir

∂pD
vir

(61)

(20)式より次式を得る．

∂pAD
ir

∂pD
vir

= (pAD
ir )σD

ir

[
(βD

vir)
σD

ir (pD
vir)

−σD
ir + ∑

v′ ̸=v
(βD

v′ir)
σD

ir (pD
v′ir)

−σD
ir

pD
v′ir

pD
vir

∂ ln pD
v′ir

∂ ln pD
vir

]
(62)

Bertrand推測という仮定より，∂ ln pD
v′ir/∂ ln pD

vir = 0が成立する．よって，(62)式は次式となる．

∂pAD
ir

∂pD
vir

=

[
pAD

ir βD
vir

pD
vir

]σD
ir
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(20)式より，この関係は次のように書き換えることができる．

∂pAD
ir

∂pD
vir

=
qD

vir
ADir

よって，(61)式は次式となる．

∂ ln qD
vir

∂ ln pD
vir

= −σD
i − (εAD

ir − σD
i )

1
nir

(63)

同様に， (63)式の εAD
ir を書き換えると，次式となる．

εAD
ir = −∂ ln ADir

∂ ln pAD
ir

= σA
i + (εA

ir − σA
i )SAD

ir (64)

(63)式，(64)式を組み合わせると，国内供給についてのマークアップ率が導出できる．

1/µD
ir = εD

ir = σD
i + [σA

i − σD
i + (εA

ir − σA
i )SAD

ir ]
1

nir

同じ手順に従うことで，輸出供給についてのマークアップ率も導出できる．

1/µ̃X
isr = σF

i + {σM
i − σF

i + [σA
i − σM

i + (εA
ir − σA

i )SAM
ir ]SM

isr}
1

nis

2.5.6 モデル IC

モデル ICはモデルCDを統合市場モデルに修正したモデルである．分断市場の場合とは異なり，統
合市場では各企業が全ての地域に対し共通の価格を設定することになる．さらに，各企業は地域別に

供給量をコントロールすることはできず，コントロールできるのは総供給のみとなる．よって，統合

市場での企業の利潤は次のように表現できる．

πir =
[
(1 − tY

ir)pir − cY
ir

]
qT

ir

これより，企業の利潤最大化条件は次式となる．

(1 − tY
ir)pir(1 − µir) = cY

ir (65)

モデル ICでは，各企業はやはり Cournot推測を持つと仮定される．すなわち，各企業は他の企業
の総供給を所与とした上で自らの総供給を決定すると仮定される．この仮定をもとに以下でモデル

ICのマークアップ率を導出していきたいが，統合市場のケースではこれまでのように explicitな形で
マークアップ率を導出するのは非常に難しい．よって，以下では implicitな形でマークアップ率の導
出をおこなうことにする．

まず，統合市場における各企業のマークアップ率は次のように表現できる．

µir = − p̂vir/q̂T
vir (66)

ハット付きの変数は変化率を表す変数である．また，企業を表す vというインデックスを付けている
が，これは一企業のことを指しているということを強調するためであって，実際には対称性の仮定よ

り vは必要ない．この関係より，p̂vir，q̂T
vir を求めれば，マークアップ率が決まることになる．

はじめに q̂T
vir を求めよう．qT

vir ≡ qD
vir + ∑s ̸=r qX

virs であったので，q̂T
vir は次のように書き換えること

ができる．

q̂T
vir = δD

ir q̂D
vir + ∑

s
δX

irs q̂X
virs (67)
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ただし，δD
ir，δX

irs は当該企業の供給量に占める国内供給，輸出供給のシェアを表しており，次のよう

に定義される．

δD
ir ≡ qD

ir /qT
ir δX

irs ≡ qX
irs/qT

ir

(25)式，(26)式より，(67)式内の q̂D
vir，q̂X

virs は次のように表現できる．

q̂D
vir = −σD

i p̂vir + (σD
i − σA

i ) p̂AD,r
ir + (σA

i − εA
ir) p̂A,r

ir (68)

q̂X
virs = −σF

i p̂X
virs + (σF

i − σM
i ) p̂M,r

irs + (σM
i − σA

i ) p̂AM,r
is + (σA

i − εA
is) p̂A,r

is (69)

上付きの rはその変化率が地域 rの企業によって推測されたものだということを表している19．例え

ば，p̂A,r
is は地域 rの企業が推測する地域 sにおける Armington財価格の変化率である．

次にライバル企業供給量の変化についての推測を求めよう．ライバル企業の供給量の変化率は次式

で与えられる．

δD
it q̂D,r

it + ∑
s

δX
its q̂X,r

its = 0 (70)

q̂D,r
it = −σD

i p̂r
it + (σD

i − σA
i ) p̂AD,r

it + (σA
i − εA

it ) p̂A,r
it (71)

q̂X,r
its = −σF

i p̂X,r
its + (σF

i − σM
i ) p̂M,r

its + (σM
i − σA

i ) p̂AM,r
is + (σA

i − εA
is) p̂A,r

is (72)

ただし，t = rのときは国内のライバル企業を，t ̸= rのときは国外のライバル企業を表している．ラ
イバル企業の総供給の変化率が 0に設定されているのは，Cournot推測という仮定のためである．

(68)式–(72)式は価格の変化率についての推測を含んでいるので，これを求めよう．まず，(20)式
より p̂AD,r

ir は次式のように表すことができる．

p̂AD,r
ir = ∑

l
SD

lir p̂r
lir =

p̂vir + (nir − 1) p̂r
ir

nir
(73)

同様に，p̂AD,r
is (s ̸= r)は次式となる．

p̂AD,r
is = ∑

l
SD

lis p̂r
lis = p̂r

is (74)

(21)式より，p̂M,r
its は

p̂M,r
irs = ∑

l
SX

lirs p̂X,r
lir =

p̂X
virs + (nir − 1) p̂X,r

irs
nir

(75)

p̂M,r
its = ∑

l
SX

lits p̂X,r
lit = p̂X,r

its t ̸= r (76)

となる．同じ手順に従い，他の価格の変化率 (についての推測)を求めると，以下のようになる．

p̂AM,r
is = ∑

t
SM

its p̂M,r
its (77)

p̂A,r
is = SAD

is p̂AD,r
is + SAM

is p̂AM,r
is (78)

p̂X
virs = βirs p̂vir (79)

p̂X,r
its = βits p̂r

it (80)

19推測であって実際の変数の動きを表すのではないことに注意して欲しい．
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最後に p̂vir を標準化して 1と置く．

p̂vir = 1 (81)

シミュレーションには (66)–(81)式を連立方程式の形で導入し，連立方程式を解くことで q̂T
vir を求

め，(66)式からマークアップ率 µir を implicitに求めている20．

2.5.7 モデル IB

モデル IBでは，モデル ICと同様に，企業は全ての地域に対し共通の価格を設定し，総供給のみを
決定する．よって，利潤最大化条件はモデル ICの場合と同じである．

(1 − tY
ir)pir(1 − µir) = cY

ir

地域 rの一企業への需要 qT
ir は国内需要 qD

ir，各地域の輸入需要 qX
irs の和に等しいので

qT
ir = qD

ir + ∑
s

qX
irs

が成り立つ．これより

εir = −
∂ ln qT

ir
∂ ln pir

= −
[

∂qD
ir

∂pir
+ ∑

s

∂qX
irs

∂pir

]
pir

qT
ir

= ∑
s

δX
irsεX

irs + δD
ir εD

ir

が成り立つ．つまり，需要の価格弾力性は各地域での需要の価格弾力性の加重平均に等しくなる．こ

の関係と，マークアップ率が需要の価格弾力性の逆数であるという関係を利用すれば，モデル IBに
おけるマークアップ率を求めることができる．

1/µir = ∑
s

δX
irs/µX

irs + δD
ir /µD

ir

2.6 貿易に関する技術パラメータ

シミュレーションでは貿易円滑化の効果も考慮している．この貿易円滑化は貿易に関する技術パラ

メータを変化させる (効率性を上昇させる)という形でモデル化されている．以下ではその具体的な方
法を説明する．

貿易に関する技術パラメータは (6)式に導入される．

AMir = AMir({Misr}s) =

∑
s

αM
isr (ιams

isr Misr)
σM

i −1

σM
i


σM

i
σM

i −1

ιams
isr が技術パラメータである．この ιams

isr が大きいほど，同じ水準の Misr に対し高い AMir がもたら

されることになるので，ιams
isr が高いほど技術水準が向上するということになる．

この ιams
isr の導入により AMir の単位費用 (7)式は次のように修正される．

cAM
ir =

∑
s

(αM
isr)

σM
i

[
p̃M

isr
ιams
isr

]1−σM
i


1

1−σM
i

20線型の連立方程式であるので，explicitに q̂T
vir について解くこともできるが，非常に繁雑な表現になってしまうので，implicit

な形で求めている．
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また，輸入に対する (8)式も次のように修正される．

aM
isr =

∂cAM
ir

∂ p̃M
isr

=
1

ιams
isr

[
αM

isrcAM
ir ιams

isr
p̃M

isr

]σM
i

ベンチマークでは ιams
isr = 1 と仮定し，貿易円滑化のシミュレーションで ιams

isr = 1.01 と変更して
いる．

3 データ

3.1 データのソース

シミュレーションのベンチマークとしては 2001年が基準年である GTAP ver 6データを利用してい
る21．元々の GTAP 6データは 87地域，57部門のデータであるが，これを GTAPAgg6を利用し表
1，表 2の 10部門，12地域に統合している．データの修正は次節で説明するサービス貿易障壁デー
タの加工を除き特におこなっていない．

3.2 サービス貿易障壁

3.2.1 サービス貿易障壁のデータ

既存研究では，Brown et al. (2002)，Brown et al. (2003, 2004)や Francois et al. (2005)等でサービ
ス貿易自由化の効果が分析されている．これらの研究は GTAPデータを利用しているが，GTAPデー
タはサービス貿易障壁のデータを含んでいないため，サービス貿易障壁のデータは他のデータをもと

に独自に作成している．本稿では，ベンチマークにおいて全ての地域のサービス部門 (SER) に対し
30%の従価関税が課されていると仮定し，サービス貿易障壁を導入している．シミュレーションで分
析されるサービス貿易自由化はこうして導入されたサービス貿易に対する仮想的な関税を引き下げる

ことを指している．

3.2.2 ベンチマークデータの調整

元々サービス貿易の障壁が存在していない GTAPデータにサービス貿易障壁 (関税)を導入すれば，
データ間の整合性が満たされなくなるため，データの調整をおこなう必要がでてくる．本稿では，関

税の導入による関税収入の増加分に等しいだけ，最終消費を増加させるという調整をおこない，デー

タ間の整合性を保つようにしている22．

4 パラメータ，カリブレーション

4.1 代替の弾力性

代替の弾力性の値は外生的に決定している．まず，生産関数における本源的要素間の代替の弾力性

σPF
i の値には GTAP 6データの値を利用している．一方，Armington弾力性 (σA

i )については全ての

21GTAPデータについては GTAPのweb site: http://www.gtap.agecon.purdue.edu/を参照して欲しい．
22サービス財 iの輸入額 (世界価格)を VM

i ，サービス財 iに対する元々の関税率を t0
i，新しい関税率を t1

i とすると，関税導

入により ∆T
i = (t1

i − t0
i )VM

i だけ関税収入が増加することになる．この ∆T
i に等しいだけ財 iの最終消費額を増加させている．

同時に消費税率の調整もおこなっている．
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表 4: 本源的要素間の代替の弾力性 (σPF
i )．GTAPデータの値を仮定．

部門 σPF
i

AGR 0.2848
PAG 1.0989
NAT 0.2
TAL 1.26
CRP 1.26
WOO 1.26
MVP 1.26
OME 1.26
OMF 1.26
SER 1.3789

財について 3を仮定している．また，輸入財間の代替の弾力性 (σM
i )についてはArmington弾力性の

二倍の値，つまり 6を仮定している．IRTSモデルについてはさらに variety間の代替の弾力性，σD
i ，

σF
i が含まれるが，これについては Armington弾力性の 4倍の値，つまり 12を仮定している．感応
度分析では σA

i = 4，σM
i = 8，σD

i = σF = 16のケースも分析している．

4.2 カリブレーション

IRTSモデルでは固定費用，企業数，マークアップ率，variety間の代替の弾力性等のように CRTS
モデルには含まれないパラメータ，変数が存在する．さらに，モデル QCVには推測変分パラメータ
も含まれる．シミュレーションをおこなうにはこれらのパラメータ，変数の値を決める (カリブレート
する)必要がある23．前節で説明したように variety間の代替の弾力性については外生的に決定する．
以下では残りのパラメータ，変数の決定方法について説明をおこなう．まず，モデルCDにおけるカ
リブレーションについて説明し，その後，他のモデルの説明をする．モデル CDでは基本的には次の
ような手順に従いカリブレーションをおこなっている．

[1] まず，CDRを外生的に与え，固定費用をカリブレートする．

[2] 次に，利潤最大化条件，ゼロ利潤条件を利用し，マークアップ率と企業数をカリブレートする．

4.2.1 固定費用

固定費用は cost-disadvantage ratio (CDR)を外生的に決めてやることでカリブレートする24．具体

的には次のような手順に従う．まず，IRTSモデルの費用関数は (9)式で与えられた．これより，CDR
は次のように表せる．

CDR =
AC − MC

AC
=

FC
TC

(82)

ACは平均費用，MCは限界費用，FCは固定費用，TCは総費用である．総費用のベンチマーク値は
ベンチマークデータより既知であるので，CDRを決定してやれば (82)式の関係から固定費用 FCを
決定することができる．シミュレーションでは全ての IRTS部門について CDRを 0.15と仮定して固
定費用をカリブレートしている．感応度分析では CDRが 0.1，0.17のケースも分析している．

23パラメータはモデル外で決定される変数を指し，変数はモデル内で内生的に決まってくるものを指す．ここでの変数の値
とはベンチマーク均衡における値のことである．

24CDRは CDR ≡ (AC − MC)/ACと定義される．
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4.2.2 企業数とマークアップ率

企業数とマークアップ率は利潤最大化条件とゼロ利潤条件を用いてカリブレートしている．まず，

(43)式と (44)式をゼロ利潤条件 (49)式に代入すると，次式を得る．

(1 − tY
ir)

[
pD

ir qD
ir µD

ir + ∑
s

pX
irsqX

irsµX
irs

]
= cY

irfcir (83)

一方，モデル CDのマークアップ率は次式で与えられた．

µD
ir =

1
σD

i
+

{
1

σA
i

− 1
σD

i
+

[
1

εA
ir
− 1

σA
i

]
SAD

ir

}
1

nir
(84)

µ̃X
irs =

1
σF

i
+

{
1

σM
i

− 1
σF

i
+

[
1

σA
i

− 1
σM

i
+

(
1

εA
is
− 1

σA
i

)
SAM

is

]
SM

irs

}
1

nir
(85)

ベンチマークデータより，pD
ir qD

ir，pX
irsqX

irs，tY
ir，SAD

ir ，SAM
is ，SM

irs は既知である．また，代替の弾力

性は外生的に決めるのでこれも既知の値であるし，さらに固定費用 cY
irfcir は既に求めてある．よって，

(83)– (85)は nir，µD
ir，µX

irs についての連立方程式になっている．シミュレーションではこの連立方程

式を解くことで，ベンチマークの企業数，マークアップ率を導出している25．

4.2.3 その他の IRTSモデル

以下では，その他の IRTSモデルでのカリブレーション方法について説明する．まず，モデルCFに
ついてはモデル CDと全く同じ方法を採用している．モデル CH，BD，IC，IBについても，マーク
アップ率の形式が変わることを除き，モデル CDと同じ方法である．それ以外のモデル LGMC，モ
デル QCVについては異なった方法を採用しているので，以下で説明する．

モデル LGMC

モデル LGMCではマークアップ率は企業数には依存せず，代替の弾力性の逆数で一定であるので
モデル CDの方法は使えない．そこで以下のような方法を採用している．

Step 1: まず，(50)式を利用し，マークアップ率をカリブレートする．

Step 2: 次に，企業数を外生的に決定し，ゼロ利潤条件が満されるように固定費用をカリブレートする．

モデルCDではカリブレートしていた企業数を外生的に与えている点，またCDRからカリブレート
していた固定費用をゼロ利潤条件を使ってカリブレートする点が両者の方法での相異点である．Step
2で外生的に決める企業数の値はシミュレーション結果には影響しないので，ここでは 1に規準化し
ている26．

25厳密には (47) 式，(48) 式も利用している．
26ベンチマークの企業数の仮定は変数の絶対的な水準には影響を与えるが，変化率には影響を与えない．後のシミュレーショ

ンでは変数の変化率しか分析しないので，ここで企業数をどのような値に規準化してもかまわない．
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モデルQCV

モデル QCVでも (83)式は成り立っているが，マークアップ率は次のように修正された．

µD
ir =

1
σD

i
+

[
1

σA
i

− 1
σD

i

]
1 + (nir − 1)ϕD

ir
nir

+

[
1

εA
ir
− 1

σA
ir

]
SAD

ir + (nir − SAD
ir )ϕD

ir
nir

(86)

µX
irs =

1
σF

i
+

[
1

σM
i

− 1
σF

i

]
1 + (nir − 1)ϕX

irs
nir

+

[
1

σA
i

− 1
σM

i

]
SM

irs + (nir − SM
irs)ϕX

isr
nir

+

[
1

εA
ir
− 1

σA
i

]
SM

irsSAM
is + (nir − SM

irsSAM
is )ϕX

isr
nir

(87)

推測変分パラメータ ϕD
ir，ϕX

irs が入ってくるためモデル CDの方法では全てのパラメータを決める
ことができない．そこで同じ推測変分を含んだモデルを利用しているHarrison et al. (1996)の方法で
カリブレーションをおこなう．具体的には次のような手順に従う．

[1] まず，モデル CDと同様に，CDRを外生的に決めることで固定費用をカリブレートする．

[2] 企業数 nir も外生的に決定する．

[3] (83) 式，(86)–(87) 式を制約式とした最適化問題を構築し，その最適化問題を解くことで µD
ir，

µX
irs，ϕD

ir，ϕX
irs をカリブレートする．

Step 2での企業数の値としては，全ての IRTS部門について 20を仮定した．また，Step 3の最適
化問題における目的関数としては，Harrison et al. (1996)で利用されている次のような関数を仮定し
ている．

Lossi = ∑
s,r,r′

ξir′rXisr(ϕisr − ϕir′r)
2 (88)

where

ϕisr =

{
ϕD

ir s = r
ϕX

isr s ̸= r

Xisr =

{
pAD

ir ADir s = r
p̃M

isr Misr s ̸= r

θisr = Xisr/ ∑
r′

Xir′r

ξisr =

{
1 if θisr = arg maxs′{θis′r}
0 Otherwise.

ξisr は地域 rへの供給において地域 sからの供給のシェアが最も大きいときに 1を，その他の場合に
は 0とるパラメータである27．カリブレーションでは，目的関数 (88)式を最小化するように，マーク
アップ率，及び推測変分パラメータ (µD

ir，µX
irs，ϕirs)を決めている．

27地域 r への供給では，国内供給 (つまり，地域 r からの供給) が最大となることが多い．よって，通常では ξirr = 1，
ξisr = 0 (s ̸= r)が成り立つ．しかし，場合によっては ξirr = 0となるケースもある．例えば，JPNにおけるMINの国内供給
はほぼゼロに近く，ほとんどを輸入に頼っているので ξMIN,JPN,JPN = 0が成り立つ．
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4.2.4 別のカリブレーション方法

既に説明した通り，モデル CD，CH，CF，BD，IC，IBでは第 4.2節のカリブレーション方法を利
用しているが，主論文の感応度分析では別の方法も試している．第 4.2節の方法では，CDRを外生
的に与え，企業数，マークアップ率をカリブレートしている．一方，感応度分析での別の方法では，

CDRと企業数の関係を入れ替えて，企業数を外生的に決め，CDR (固定費用)をカリブレートすると
いう方法をとっている．単に企業数とCDRの役割を入れかえているだけであるので，カリブーレショ
ンに利用する (83)–(85)式は全く変わらない．

4.3 Armington財の需要の価格弾力性

モデル LGMCを除き，マークアップ率には Armington財への需要の価格弾力性 (εA
ir)が入ってく

る．これまでのモデルについての仮定より，この価格弾力性について次の関係が成立する．

εA
ir =

CD
ir

Air
(89)

ただし，CD
ir = aC

irUr，つまり CD
ir は消費に使われる Armington財を表している．上の関係は，εA

ir が

Armington財の中で消費に利用される割合に等しくなるということを意味している．以下，この (89)
式を導出しよう．まず，εA

ir は次のように定義されていた．

εA
ir ≡ −∂Air

∂pA
ir

pA
ir

Air

Armington財への需要は最終消費需要 CD
ir，中間需要 ID

ir の和であったので，εA
ir は次のように書き

換えることができる．

εA
ir = −

[
∂CD

ir
∂pA

ir
+

∂ID
ir

∂pA
ir

]
pA

ir
Air

中間需要は Leontief型の生産関数から導びかれるので，価格に対して反応はせず ∂ID
ir /∂pA

ir = 0が
成立する．それ故，

εA
ir = −

∂CD
ir

∂pA
ir

pA
ir

Air
= −

∂CD
ir

∂pA
ir

pA
ir

CD
ir

CD
ir

Air
(90)

一方，最終需要は Cobb-Douglas 型効用関数から導かれるので，非補償需要関数は次式で与えら
れる．

CD
ir =

θC
ir Hr

(1 + tC
ir)pA

ir

これより，非補償需要の価格弾力性は 1となる．

∂CD
ir

∂pA
ir

pA
ir

CD
ir

= 1 (91)

(90)式，(91)式より (89)式の関係が導かれる．(89)式は εA
ir が 0から 1の値をとるということを

示している．本来は (89)式をそのままモデルに組込むのが望ましいが，これには幾つか問題がある．
まず，(89)式で需要の価格弾力性を決めるとすると，最終需要がない (つまり，全て中間投入として
利用される)財については需要の価格弾力性がゼロとなってしまう．需要の価格弾力性はモデル CD，
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CH，CF等ではマークアップ率の分母に入ってくるので，ゼロの値をとるとマークアップ率が定義で
きなくなってしまう．また，仮にゼロでないとしても，ゼロに近い値であるとマークアップ率が非常

に大きい値をとることになり，モデルがかなり不安定になってしまう．以上の問題点を鑑みて，本稿

では (89)式によって需要の価格弾力性を決めるのではなく，εA
ir = 0.5 ∀i, rと仮定して，カリブレー

ション，シミュレーションをおこなっている．

5 シミュレーションにおけるモデル

既にモデルについては第 2節で説明をおこなった．しかし，GAMSで書かれたシミュレーション
のプログラムでは，第 2節でのモデルの記述とは幾分異なった方法でモデルを記述している．そこで，
ここではシミュレーションのプログラムに沿った形式でモデルを記述しておくことにする．

[1] GAMS のプログラムでは基本的に全ての関数を calibrated share form で記述している．従っ
て，以下でも calibrated share formでモデルを記述している．Calibrated share formについて
は後の説明も参照して欲しい．

[2] 式の右端にある括弧内の変数はその式によって決定される変数，あるいは式が不等式で表され
ているときにはその式に対応する slack variableを表している．例えば，

f (x, y, z) ≥ 0 {z}

のように書かれている条件は正確には

f (x, y, z) ≥ 0 f (x, y, z)z = 0 z ≥ 0

という条件となる．これは，z > 0なら f (x, y, z) = 0， f (x, y, z) > 0なら z = 0という意味に
なる．

[3] バー付きの変数は変数のベンチマークにおける値を表している．

[4] GAMSのプログラムでは内生変数は (幾つかの例外を除き)ベンチマーク均衡において 1に等しく
なるように規準化されている．例えば，CRTS部門の生産量 Yir はプログラム内では Yir = Ȳiryir

というように Yir のベンチマーク値である Ȳir と yir に分解されており，後者の yir を変数とし

て扱っている．プログラム内の y(i,r)はこの規準化された変数 yir を表している．他の多くの

変数に関しても同じように規準化がされている．

[5] GAMSのプログラムでは一部 Thomas F. Rutherford氏の作成したプログラム (GTAP6inGAMS
に付属の gtap6data.gms)を利用させていただいた (Rutherford, 2006)．

5.1 Calibrated share form

CES関数には (4)式に現れる αF
f ir のようなシェアパラメータが含まれている．シミュレーションを

おこなうにはまずこれらのシェアパラメータを特定化する必要がある．通常はベンチマークデータを

利用してカリブレートするという方法がとられる．よって，普通の CES関数の記述方法をとってい
るときには，モデルを記述するプログラムとは別にシェアパラメータをカリブレートするためのプロ

グラムも書く必要がある．Calibrated share formの CES関数とはシェアパラメータをカリブレート
するプログラムを書かずにシミュレーションをおこなうための CES関数の記述方法である．
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例えば，合成本源的要素の価格指数 (4) 式，本源的要素の単位需要関数 (5)式を calibrated share
formで表現すると次のようになる．

pPF
ir = p̄PF

ir

∑
f

θF
f ir

[
p̃F

f ir
¯̃pF

f ir

]1−σPF
ir


1

1−σPF
i

(92)

aF
f ir = āF

f ir

[
pPF

ir / p̄PF
ir

p̃F
f ir/ ¯̃pF

f ir

]σPF
i

(93)

バー付きの変数はベンチマーク値を表している．

これは次のように求めることができる．まず，ベンチマークにおいて均衡条件が満たされていると

いう仮定を置くので，(5)式より次式が成立する．

āF
f ir = āPF

ir

[
αF

f ir p̄PF
ir

¯̃pF
f ir

]σPF
i

これをシェアパラメータである αF
f ir について解くと，

αF
f ir =

[
āF

f ir

āPF
ir

] 1
σPF

ir
¯̃pF

f ir

p̄PF
ir

となる．これを (4)式，(5)式に代入すれば，上の二つの calibrated share formを導くことができる．
(92)式，(93)式を見るとわかるように，Calibrated share formの表記ではシェアパラメータが消去
されているので，それを別途にカリブレートする必要はなくなる．カリブレートするためのプログラ

ムを書かなくてよいので，プログラムが簡潔になるという利点がある28．

Calibrated share formについて詳しくは Rutherford (1998)を参照されたい．

5.2 記号

まず，説明で利用される記号を定義しておく．表の最も右の列の記号は GAMSのプログラム内で
の表記である．

Activityレベル

記号 説明 プログラム

Yir CRTS部門の生産 (i ∈ C) y(i,r)

YXT
ir IRTS部門による国際輸送部門の投入物の生産 (i ∈ K) y_xt(i,r)

Air Armington統合 a(i,r)

ADir 国内 varietyの統合 (i ∈ K) ad(i,r)

AMir 異なる地域からの輸入財の統合 am(i,r)

Misr 輸入 variety統合 (i ∈ K) m(i,s,r)

Ur 効用 u(r)

YT 国際輸送サービス yt

28ただし，ベンチマークにおける本源的要素 f の投入シェア θF
f ir は求めておかなければならない．
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IRTS部門に関連する変数

記号 説明 プログラム

πir IRTS部門の企業の利潤 (i ∈ K) profit(i,r)

qD
ir IRTS部門の各企業の国内供給量 (i ∈ K) q_d(i,r)

qX
irs 地域 rの IRTS部門の企業の地域 sへの輸出供給量 (i ∈ K) q_x(i,r,s)

µD
ir 国内供給に対するマークアップ率 (i ∈ K) mu_d(i,r)

µX
irs 輸出供給 (地域 sへの供給)に対するマークアップ率 (輸送費の調整をした

もの) (i ∈ K)
mu_x(i,r,s)

µ̃X
irs 輸出供給 (地域 sへの供給)に対するマークアップ率 (i ∈ K) mu_xx(i,r,s)

βirs (i ∈ K) beta(i,r,s)

nir IRTS部門の企業数 (i ∈ K) n(i,r)

qT
ir IRTS部門の各企業の総生産量 (i ∈ K) q_t(i,r)

qTT
ir IRTS部門の各企業の総生産量＋固定投入物 (i ∈ K) q_tt(i,r)

SAD
ir Armington統合における国内財のシェア (i ∈ K) s_ad(i,r)

SAM
ir Armington統合における輸入財のシェア (i ∈ K) s_am(i,r)

SM
isr 地域 rの輸入財統合における地域 sからの輸入のシェア (i ∈ K) s_m(i,s,r)

ACir 平均費用 (i ∈ K) ac(i,r)

単位費用，価格指数

記号 説明 プログラム

cY
ir 部門 iの単位費用 c_y(i,r)

cA
ir Armington統合の単位費用 c_a(i,r)

cAD
ir 国内 variety統合の単位費用 c_ad(i,r)

cU
r 効用の単位費用 c_u(r)

cAM
ir 輸入財統合の単位費用 c_am(i,r)

cM
isr 輸入 variety統合の単位費用 c_m(i,s,r)

cT 国際輸送部門の単位費用 c_t

pPF
ir 合成本源的要素の価格指数 p_pf(i,r)

pINV
r 投資財の価格指数 p_inv(r)

pY
ir CRTS部門の財の価格 p_y(i,r)

pD
ir 国内 varietyの価格 (i ∈ K) p_d(i,r)

pX
irs 輸出 varietyの価格 (i ∈ K) p_x(i,r,s)

p̃X
irs 輸出財 (variety)の CIF価格 p_x_(i,r,s)

pAD
ir 合成国内 varietyの価格指数 (i ∈ K) p_ad(i,r)

pAM
ir 合成輸入財の価格指数 p_am(i,r)

pM
isr 輸入財の CIF価格 p_m(i,s,r)

pT 国際輸送サービスの価格 p_t

pA
ir Armington財の価格 p_a(i,r)

pF
f r 本源的要素 f の価格 p_f(f,r)

pU
r 効用の価格指数 p_u(r)

需要関数

記号 説明 プログラム

aF
f ir 部門 iの本源的要素 f に対する単位需要 a_f(f,i,r)

aC
ir Armington財 iに対する単位最終消費需要 a_c(i,r)

aAD
ir Armington統合における国内財への単位需要 a_ad(i,r)

aAM
ir Armington統合における合成輸入財への単位需要 a_am(i,r)

aM
isr 地域 rの輸入財統合における地域 sからの輸入への単位需要 a_m(i,s,r)

aDD
ir 国内 varietyへの単位需要 a_dd(i,r)

aMM
isr 地域 rにおける地域 sからの輸入 varietyに対する単位需要 a_mm(i,s,r)

aT
ir 国際輸送部門の地域 rからの投入物 iに対する単位需要 a_t(i,r)
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シェアパラメータ (外生変数)

シェアパラメータはベンチマークの値で一定である．

記号 説明 プログラム

θC
ir 最終消費における財 iへの支出シェア sh_c(i,r)

θF
f ir 本源的要素における要素 f の支出シェア sh_f(f,i,r)

θ I
jir 生産コストにおける中間財 jへの支出シェア sh_i(j,i,r)

θPF
ir 生産コストにおける本源的要素への支出シェア sh_pf(i,r)

θAD
ir Armington統合における国内財の支出シェア sh_ad(i,r)

θAM
ir Armington統合における輸入財への支出シェア sh_am(i,r)

θM
isr 地域 rの輸入財統合における地域 sからの輸入への支出シェア sh_m(i,s,r)

θT
ir 国際輸送部門の費用に占める地域 rからの投入物 iへの支出シェア sh_t(i,r)

θIMP
ir 輸入額に占める (輸送コストを除いた)輸入財の価値のシェア sh_imp(i,r,s)

代替の弾力性 (外生変数)

記号 説明 プログラム

σA
i Armington統合における国内財と輸入財の間の EOS sig_a(i,r)

σM
i 異なった地域からの輸入財間の EOS sig_m(i,r)

σPF
i 本源的要素間の EOS sig_pf(i,r)

σD
i 国内 variety間の EOS sig_dd(i,r)

σF
i 輸入 variety間の EOS sig_ff(i,r)

税率 (外生変数)

記号 説明 プログラム

tY
ir 部門 iに対する生産税率 rto(i,r)

tI
jir 部門 iの中間投入 jに対する税率 rti(j,i,r)

tF
f ir 部門 iの本源的要素 f に対する税率 rtf(f,i,r)

tX
irs 輸出補助金率 rtxs(i,r,s)

tM
irs 関税率 rtms(i,r,s)

tC
ir 最終消費に対する税率 rtc(i,r)

統合市場モデルのための変数

記号 説明 プログラム

µir 全体のマークアップ率 (i ∈ K) mu(i,r)

pCOM
ir 統合市場における価格 (i ∈ K) p_com(i,r)

δD
ir 総供給に占める国内供給のシェア (i ∈ K) delta_d(i,r)

δX
irs 総供給に占める輸出供給 (地域 sへの供給)のシェア (i ∈ K) delta_x(i,r,s)

モデルQCVのための変数 (外生変数)

記号 説明 プログラム

ϕD
ir 国内供給についての推測変分パラメータ (i ∈ K) (外生変数) phi0(i,r,r)

ϕX
irs 地域 sへの輸出供給についての推測変分パラメータ (i ∈ K) (外生変

数)
phi0(i,r,s)

38



モデル ICのための変数

記号 説明 プログラム

q̂T
vir Change in own total supply (i ∈ K) h_qtv(i,r)

q̂D
vir Change in own domestic supply (i ∈ K) h_qdv(i,r)

q̂X
virs Change in own export supply (i ∈ K) h_qxv(i,r,s)

p̂r
it Conjectured change in rival firm’s price (i ∈ K) h_p(r,i,t)

q̂D,r
it Conjectured change in rival firm’s domestic supply (i ∈ K) h_qd(r,i,t)

q̂X,r
its Conjectured change in rival firm’s export supply (i ∈ K) h_qx(r,i,t,s)

p̂AD,r
is Conjectured change in pAD

is (i ∈ K) h_pad(r,i,s)

p̂M,r
its Conjectured change in pM

its (i ∈ K) h_pmu(i,r)

p̂AM,r
is Conjectured change in pAM

is (i ∈ K) h_pam(r,i,s)

p̂A,r
is Conjectured change in pA

is (i ∈ K) h_pa(r,i,s)

p̂X
virs Change in own export price (i ∈ K)

p̂X,r
its Conjectured change in pX

its (i ∈ K)

その他の変数，パラメータ

記号 説明 プログラム

Hr 代表的家計の所得 inc_ra(r)

āI
jir 部門 iの中間財 jに対する投入係数 (外生変数) v_fm(j,i,r)

F̄f r 本源的要素の賦存量 (外生変数) evom(f,r)

INVr 投資需要 (外生変数) inv(r)

BOPr 海外からのキャピタルフロー (外生変数) vb(r)

τirs 地域 rから地域 sへ一単位の財 iを輸送するのに必要な輸送サービスの量
(外生変数)

tau(i,r,s)

fcir IRTS部門の企業の固定投入物 (i ∈ K) (外生変数) fc0(i,r)

εA
ir Armington財の需要の価格弾力性 (外生変数) eod(i,r)

ιams
irs 輸入についての技術変化 (外生変数) ams(i,r,s)

5.3 IRTSモデル (モデル CD)

ここでは IRTS部門の均衡条件を提示する．まず，IRTSモデルとしてモデル CDをとりあげ，後に
他のモデルでどのように均衡条件が修正されるかを説明する．

5.3.1 利潤最大化

地域 rにおける IRTS部門 iの企業の利潤: 地域 rにおける IRTS部門 iの企業の利潤は次式で定義さ
れる．

πir = (1 − tY
ir)

[
pD

ir qD
ir + ∑

s
pX

irsqX
irs

]
− cY

irqTT
ir {πir}i∈K

ただし，

qT
ir = qD

ir + ∑
s

qX
irs {qT

ir}i∈K

qTT
ir = qT

ir + fcir {qTT
ir }i∈K
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利潤最大化条件: 利潤最大化の一階の条件は次式で与えられる．

cY
ir ≥ (1 − tY

ir)pD
ir

[
1 − µD

ir

]
{qD

ir }i∈K

cY
ir ≥ (1 − tY

ir)pX
irs

[
1 − µX

irs

]
{qX

irs}i∈K

モデル CDでは各地域の市場は分断されているので，利潤最大化条件は供給先によって区別される．
左辺が限界費用を，右辺が限界収入を表している．

ゼロ利潤条件: モデル CDでは参入退出が自由と仮定している．よって，企業数 (variety数)はゼロ
利潤条件が満たされるように内生的に決定される．このゼロ利潤条件は次式で与えられる．

0 ≥ πir {nir}i∈K

平均費用:

ACir =
cY

irqTT
ir

qT
ir

{ACir}

5.3.2 マークアップ率

マークアップ率 マークアップ率は次式で与えられる．

µD
ir =

1
σD

i
+

{
1

σA
i

− 1
σD

i
+

[
1

εA
ir
− 1

σA
i

]
SAD

ir

}
1

nir
{µD

ir }i∈K

µ̃X
isr =

1
σF

i
+

{
1

σM
i

− 1
σF

i
+

[
1

σA
i

− 1
σM

i
+

(
1

εA
ir
− 1

σA
i

)
SAM

ir

]
SM

isr

}
1

nis
{µ̃X

irs}i∈K

µX
irs = µ̃X

irs/βirs {µX
irs}i∈K

βirs =
(1 − tX

irs)pX
irs

(1 − tX
irs)pX

irs + pTτirs
{βirs}i∈K

分断市場の仮定より，利潤最大化条件が供給先によって区別されたのと同様に，マークアップ率も

供給先別に区別される．また，輸出供給に対するマークアップ率には輸送費用の調整をおこなう必要

がある．

シェア変数: マークアップ率に現れるシェア変数は次のように定義される．

SAD
ir =

pAD
ir ADir

pA
ir Air

{SAD
ir }i∈K

SAM
ir =

pAM
ir AMir

pA
ir Air

{SAM
ir }i∈K

SM
irs =

(1 + tM
irs)pM

irs Mirs

pAM
is AMis

{SM
irs}i∈K
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5.4 単位費用と価格指数

合成本源的要素の価格指数: 部門 iにおける合成本源的要素 (本源的要素を統合したもの)の価格指数
は次式で与えられる．

pPF
ir = p̄PF

ir

∑
f

θF
f ir

[
(1 + tF

f ir)pF
f r

(1 + t̄F
f ir) p̄F

f r

]1−σPF
i


1

1−σPF
i

{pPF
ir }

生産の単位費用: 部門 iの単位費用は次式で与えられる．

cY
ir = c̄Y

ir

[
∑

j
θ I

jir

(1 + tI
jir)pA

jr

(1 + t̄I
jir) p̄A

jr
+ θPF

ir
pPF

ir
p̄PF

ir

]
{cY

ir}

生産技術は Leontief型であるので，単位費用は中間財の価格と合成本源的要素の価格指数の線型の
関数となる．IRTSモデルではこの cY

ir が限界費用の意味を持つ (固定費用があるので平均費用には等
しくはならない)．

Armington 統合の単位費用: Armington 統合 (国内財と輸入財の統合) の単位費用は次式で与えら
れる．

cA
ir = c̄A

ir

θAD
ir

(
pY

ir
p̄Y

ir

)1−σA
i

+ θAM
ir

(
pAM

ir
p̄AM

ir

)1−σA
i


1
1−σA

i

{cA
ir}i∈C

cA
ir = c̄A

ir

θAD
ir

(
pAD

ir
p̄AD

ir

)1−σA
i

+ θAM
ir

(
pAM

ir
p̄AM

ir

)1−σA
i


1
1−σA

i

{cA
ir}i∈K

IRTSモデルでは国内財の価格が合成国内 varietyの価格指数に置き換えられる．

国内 variety統合の単位費用: IRTS財については，異なった varietyの統合が CES関数によっておこ
なわれる．よって，国内 variety統合の単位費用は次式で与えられる．

cAD
ir = c̄AD

ir

[
nir
n̄ir

] 1
1−σD

i
pD

ir
p̄D

ir
{cAD

ir }i∈K

効用の単位費用: 効用は最終消費の Cobb-Douglas関数であるので，効用の単位費用 (単位支出)は次
式で与えられる．

cU
r = c̄U

r ∏
i

[
(1 + tC

ir)pA
ir

(1 + t̄C
ir) p̄A

ir

]θC
ir

{cU
r }

輸入財統合の単位費用: 異なった地域からの輸入財は CES関数で統合された．この単位費用は次式で
与えられる．

cAM
ir = c̄AM

ir

∑
s

θM
isr

[
(1 + tM

isr)pM
isr

(1 + t̄M
isr) p̄M

isr ιams
isr

]1−σM
i


1

1−σM
i

{cAM
ir }

ιams
irs は地域 rから地域 sへの輸入についての技術水準を表すパラメータである．
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輸入 variety統合の単位費用: IRTSモデルでは輸入 varietyが CES関数で統合される．地域 sにおけ
る地域 rからの輸入 varietyの統合の単位費用 cM

irs は次式で与えられる．

cM
irs = c̄M

irs

[
nir
n̄ir

] 1
1−σF

i
p̃X

irs
¯̃pX

irs
{cM

irs}i∈K

輸入財の CIF価格: 輸入財の CIF価格は輸出補助金，及び輸送費を含んだ (そして，関税は含んでい
ない)価格である．よって，以下のように表すことができる．

p̃X
irs = ¯̃pX

irs

[
θIMP

irs
(1 − tX

irs)pX
irs

(1 − t̄X
irs) p̄X

irs
+ (1 − θIMP

irs )
pTτirs

p̄T τ̄irs

]
{ p̃X

irs}i∈K

p̃X
irs = ¯̃pX

irs

[
θIMP

irs
(1 − tX

irs)pY
ir

(1 − t̄X
irs) p̄Y

ir
+ (1 − θIMP

irs )
pTτirs

p̄T τ̄irs

]

国際輸送部門の単位費用: 国際輸送部門は Cobb-Douglas型生産関数で輸送サービスを生産していた．
よって，その単位費用は次のように表せる．

cT = c̄T ∏
i,r

[
pY

ir
p̄Y

ir

]θT
ir

{cT}

投資財の価格: 投資財の価格 (pINV
r )は cgd財の価格のことである．

pINV
r = pY

cgd,r {pINV
r }

5.4.1 単位需要関数

本源的要素への需要:

aF
f ir = āF

f ir

[
pPF

ir / p̄PF
ir

(1 + tF
f ir)pF

f r/[(1 + t̄F
f ir) p̄F

f r]

]σPF
i

{aF
f ir}

最終消費需要:

aC
ir = āC

ir
cU

r /c̄U
r

(1 + tC
ir)pA

ir /[(1 + t̄C
ir) p̄A

ir ]
{aC

ir}

Armington 統合からの国内財への需要: 地域 r における Armington 統合における国内財に対する
需要．

aAD
ir = āAD

ir

[
cA

ir /c̄A
ir

pY
ir/ p̄Y

ir

]σA
i

{aAD
ir }i∈C

aAD
ir = āAD

ir

[
cA

ir /c̄A
ir

pAD
ir / p̄AD

ir

]σA
i

{aAD
ir }i∈K
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Armington統合からの輸入財への需要: 地域 rにおける Armington統合における合成輸入財 (各地
域からの輸入財が統合されたもの)に対する需要．

aAM
ir = āAM

ir

[
cA

ir /c̄A
ir

pAM
ir / p̄AM

ir

]σA
i

{aAM
ir }

輸入財統合の各地域からの輸入財への需要: 地域 sにおける輸入財における各地域からの輸入財に対
する需要．

aM
irs =

āM
irs

ιams
irs

[
cAM

is ιams
irs /c̄AM

is
(1 + tM

irs)pM
irs/[(1 + t̄M

irs) p̄M
irs]

]σM
i

{aM
irs}

国内 varietyへの需要: 地域 rにおける国内 vareityへの需要．

aDD
ir = āDD

ir

[
nir
n̄ir

] σD
i

1−σD
i {aDD

ir }

輸入 varietyへの需要: 地域 sにおける地域 rからの輸入 varietyに対する需要．

aMM
irs = āMM

irs

[
nir
n̄ir

] σF
i

1−σF
i {aMM

irs }

国際輸送部門の投入物への需要:

aT
ir = āT

ir
cT/c̄T

pY
ir/ p̄Y

ir
{aT

ir}

5.4.2 ゼロ利潤条件

生産活動: CRTS部門の生産活動．単位費用は cY
ir，生産者価格は (1 − tY

ir)pY
ir で与えられた．よって，

ゼロ利潤条件は

cY
ir ≥ (1 − tY

ir)pY
ir {Yir}i∈C

で与えられる．不等号を含めているのは，Yir がゼロになるようなケースも考慮するためである．つ

まり，上の条件は，Yir > 0となるなら cY
ir = (1 − tY

ir)pY
ir が成立し，cY

ir > (1 − tY
ir)pY

ir なら Yir = 0が
成立するという条件である．以下でも，活動水準がゼロとなるようなケースを考慮するため不等号を

含めて記述していく．

国際輸送部門への投入物の生産: 国際輸送部門への投入物を生産する IRTS部門の生産活動．

cY
ir ≥ (1 − tY

ir)pY
ir {YXT

ir }i∈K

Armington統合:

cA
ir ≥ pA

ir {Air}
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国内 variety統合:

cAD
ir ≥ pAD

ir {ADir}i∈K

輸入財統合:

cAM
ir ≥ pAM

ir {AMir}

輸入 variety統合:

cM
irs ≥ pM

irs {Mirs}i∈K

Mirs = aM
irsAMirs {Mirs}i∈C

効用:

cU
r ≥ pU

r {Ur}

国際輸送部門:

cT ≥ pT {YT}

5.4.3 市場均衡条件

以下では市場均衡条件を提示する．基本的に左辺が供給を，右辺が需要を表すように記述している．

CRTS部門の財の市場 (i ∈ C, i ̸= cgd): CRTS部門の供給は Yir で与えられ，需要は国内需要，他の

地域の輸入需要，国際輸送部門の投入需要から構成される．

Yir ≥ aAD
ir Air + ∑

s
aM

irsAMis + aT
irY

T {pY
ir}

IRTS部門の国際輸送部門への供給 (i ∈ K):

YXT
ir ≥ aT

irY
T {pY

ir}

投資財の市場 (i ∈ C, i = cgd): 投資財の供給は Ycgd,r，需要は投資需要 Ir で与えられる．

Yir ≥ INVr {pY
ir}

国内 varietyの市場 (i ∈ K): IRTS部門が国内に供給する variety (国内 variety)の市場．Varietyは企
業別に差別化されているので，供給も需要も企業別に考える必要がある．供給は qD

ir，需要は aDD
ir ADir

で与えられる．

qD
ir ≥ aDD

ir ADir {pD
ir }

輸出向け varietyの市場 (i ∈ K): IRTS部門が輸出向けに (地域 sに)供給する variety (輸出 variety)
の市場．供給は qX

irs，需要は aMM
irs Mirs で与えられる．

qX
irs ≥ aMM

irs Mirs {pX
irs}
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国際輸送部門の投入物の市場 (i ∈ K): IRTS部門が生産する国際輸送部門の投入物の市場．

YXT
ir ≥ aT

irY
T {pY

ir}

合成国内 variety の市場 (i ∈ K): 統合された国内 variety (合成国内 variety) の市場．供給は ADir，

需要は aAD
ir Air である．

ADir ≥ aAD
ir Air {pAD

ir }

合成輸入財の市場: 各地域からの輸入財を統合した合成輸入財の市場．供給は AMir，需要は aAM
ir Air

である．

AMir ≥ aAM
ir Air {pAM

ir }

合成輸入 variety の市場: 輸入 variety を統合した合成輸入 variety の市場．供給は Mirs，需要は

aM
irsAMis で与えられる．CRTS部門 (i ∈ C)に関しては，輸入財の CIF価格の定義．

Mirs ≥ aM
irsAMis {pM

irs}i∈K

pM
irs = p̃X

irs {pM
irs}i∈C

国際輸送サービスの市場: 国際輸送サービスの市場．供給は YT である．需要は CRTS財の輸送に伴
う需要 (τisraM

isrAMir)と IRTS財の輸送に伴う需要 (τisrnisaMM
isr Misr)の和で与えられる．

YT ≥ ∑
i∈C,s,r

τisraM
isrAMir + ∑

i∈K,s,r
τisrnisaMM

isr Misr {pT}

Armington財の市場: Armington財の供給は Air，需要は最終消費需要と中間需要の和で与えらえる．

Air ≥ ∑
j∈C

āI
ijrYjr + ∑

j∈K
āI

ijr(YXT
jr + njrqTT

jr ) + aC
irUr {pA

ir}

本源的要素の市場:

F̄f r ≥ ∑
i∈C

aF
f irYir + ∑

i∈K
aF

f ir(YXT
ir + nirqTT

ir ) {pF
f r}

効用: 以下の関係で効用の価格指数が決定される．

Hr ≥ pU
r Ur {pU

r }
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5.4.4 代表的家計の所得

所得: 消費に支出される所得額．これは要素所得，税収，海外からのキャピタルフロー，利潤の和か
ら投資支出を差し引いたものに等しい．

Hr = ∑
f

pF
f r F̄f r

+ ∑
i∈C

tY
ir pY

irYir + ∑
i∈K

tY
ir pY

irY
XT
ir + ∑

i∈K
tY
irnir

[
pD

ir qD
ir + ∑

s
pX

irsqX
irs

]

+ ∑
j

[
∑
i∈C

tI
jir pA

jr āI
jirYir + ∑

i∈K
tI

jir pA
jr āI

jir(YXT
ir + nirqTT

ir )

]

+ ∑
f

[
∑
i∈C

tF
f ir pF

f raF
f irYir + ∑

i∈K
tF

f ir pF
f raF

f ir(YXT
ir + nirqTT

ir )

]
− ∑

i∈C,s∈R
tX
irs pY

iraM
irsAMis − ∑

i∈K,s∈R
tX
irs pX

irsnirqX
irs

+ ∑
i∈C,s∈R

tM
isr pM

israM
isrAMir + ∑

i∈K,s∈R
tM
isr[(1 − tX

isr)pX
isr + τisr pT ]nisqX

isr

+ ∑
i

tC
ir pA

ir aC
irUr + ∑

i∈K
πir + pU

z BOPr − pINV
r INVr

5.5 その他の IRTSモデルにおける均衡条件

これまで IRTSモデルとしてはモデル CDを前提としていた．以下では，その他の IRTSモデルで
均衡条件がどのように修正されるかを説明する．

5.5.1 モデル CH

モデル CHでは varietyは同質的と仮定されていたので，varietyの統合はモデル CHには現れな
い．よって，cAD

ir ，cM
irs，aDD

ir ，aMM
irs といった変数はモデルから除外される．

マークアップ率: また，モデル CHでは次のようにマークアップ率が修正された．

µD
ir =

[
1

σA
i

+

(
1

εA
ir
− 1

σA
i

)
SAD

ir

]
1

nir
{µD

ir }i∈K

µ̃X
irs =

{
1

σM
i

+

[
1

σA
i

− 1
σM

i
+

(
1

εA
ir
− 1

σA
i

)
SAM

is

]
SM

irs

}
1

nir
{µ̃X

irs}i∈K

国内財への需要:

ADir = aAD
ir Air {ADir}i∈K

輸入財への需要:

Mirs = aM
irsAMis {Mirs}i∈K
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国内 variety: 国内 varietyの総供給は各 varietyの供給を足し合わせたものとなる．

nirqD
ir ≥ ADir {pD

ir }i∈K

輸出財の価格:

pM
irs = p̃X

irs {pX
irs}in∈K

国内財の価格:

pAD
ir = pD

ir {pD
ir }i∈K

輸出 variety: 輸出 varietyについても各 varietyを全て足し合わせたものが総供給になる．

nirqX
irs ≥ Mirs {pM

irs}i∈K

5.5.2 モデル CF

モデル CFでは参入退出が不可と仮定されるので，企業数 (nir)が一定となる．

企業数: 企業数 n̄はベンチマークの値で一定．

nir = n̄ir {nir}i∈K

5.5.3 モデル LGMC

マークアップ率: モデル LGMCではマークアップ率が次のように修正される．

µD
ir = 1/σD

i {µD
ir }i∈K

µ̃X
irs = 1/σF

i {µ̃X
irs}i∈K

シェア変数 (SAD
ir ，SAM

ir ，SM
irs)はマークアップ率に含まれなくなるので，モデルから除外される．そ

の他の部分はモデル CDと同じである．

5.5.4 モデルQCV

モデル QCVではマークアップ率のみ修正される．その他の部分についてはモデル CD と同じで
ある．

マークアップ率:

µD
ir =

1
σD

i
+

[
1

σA
i

− 1
σD

i

]
1 + (nir − 1)ϕD

ir
nir

+

[
1

εA
ir
− 1

σA
ir

]
SAD

ir + (nir − SAD
ir )ϕD

ir
nir

{µD
ir }i∈K

µ̃X
irs =

1
σF

i
+

[
1

σM
i

− 1
σF

i

]
1 + (nir − 1)ϕX

irs
nir

+

[
1

σA
i

− 1
σM

i

]
SM

irs + (nir − SM
irs)ϕX

isr
nir

+

[
1

εA
is
− 1

σA
i

]
SM

irsSAM
is + (nir − SM

irsSAM
is )ϕX

isr
nir

{µ̃X
irs}i∈K
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5.5.5 モデル BD

モデル BDでもマークアップ率のみが修正され，その他の部分はモデル CDと変わらない．

マークアップ率:

1/µD
ir = σD

i + [σA
i − σD

i + (εA
ir − σA

i )SAD
ir ]

1
nir

{µD
ir }i∈K

1/µ̃X
irs = σF

i + {σM
i − σF

i + [σA
i − σM

i + (εA
is − σA

i )SAM
is ]SM

irs}
1

nir
{µ̃X

irs}i∈K

5.5.6 モデル IC

モデル ICはモデル CDの統合市場バージョンである．

利潤最大化条件: まず，各企業は総供給しかコントロールできず，価格も全ての地域に対し共通の価
格しか設定できないので，利潤最大化条件は次の一本の式となる．

cY
ir ≥ (1 − tY

ir)pCOM
ir (1 − µir) {qT

ir}i∈K

マークアップ率:

µir = − p̂vir

q̂T
vir

{µir}i∈K

地域 rの企業 vの自らの生産量の変化: 上付きの rが付いている変数は地域 rの企業によって推測さ
れている変数であることを意味している．

q̂T
vir = δD

ir q̂D
vir + ∑

s
δX

irs q̂X
virs {q̂T

vir}i∈K

q̂D
vir = −σD

r p̂vir + (σD
r − σA

r ) p̂AD,r
ir + (σA

r − εA
ir) p̂A,r

ir {q̂D
vir}i∈K

q̂X
virs = −σF

s p̂X
virs + (σF

s − σM
s ) p̂M,r

irs + (σM
s − σA

s ) p̂AM,r
is + (σA

s − εA
is) p̂A,r

is {q̂X
virs}i∈K

δD
ir，δX

irs は供給における国内供給，輸出供給のシェアを表す．

δX
irs = qX

irs/qT
ir {δX

irs}i∈K

δD
ir = qD

ir /qT
ir {δD

ir }i∈K

ライバル企業の生産量についての推測: t = rのケースは国内のライバル企業を，t ̸= rのケースは海
外のライバル企業を表している．

δD
it q̂D,r

it + ∑
s

δX
its q̂X,r

its = 0 { p̂r
it}i∈K

q̂D,r
it = −σD

t p̂r
it + (σD

t − σA
t ) p̂AD,r

it + (σA
t − εA

it ) p̂A,r
it {q̂D,r

it }i∈K

q̂X,r
its = −σF

s p̂X,r
its + (σF

s − σM
s ) p̂M,r

its + (σM
s − σA

s ) p̂AM,r
is + (σA

s − εA
is) p̂A,r

is {q̂X,r
its }i∈K
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価格変化についての推測:

p̂AD,r
is =


1

nis
[ p̂vis + (nis − 1) p̂r

is] s = r

p̂r
is s ̸= r { p̂AD,r

is }i∈K

p̂M,r
its =


1

nit
[ p̂X

vits + (nit − 1) p̂X,r
its ] t = r

p̂X,r
its t ̸= r { p̂M,r

its }i∈K

p̂AM,r
is = ∑

t
δM

its p̂M,r
its { p̂AM,r

is }i∈K

p̂A,r
is = δAD

is p̂AD,r
is + δAM

is p̂AM,r
is { p̂A,r

is }i∈K

p̂X
virs = βirs p̂vir { p̂X

virs}i∈K

p̂X,r
its = βits p̂r

it { p̂X,r
its }i∈K

規準化:

p̂vir = 1 { p̂vir}i∈K

IRTS部門の varietyの市場: IRTS部門の各企業の varietyの市場の均衡条件．

qT
ir ≥ aDD

ir ADir + ∑
s

aMM
irs Mirs {pCOM

ir }i∈K

IRTS部門の varietyの価格: 全ての供給先に対して共通の価格 pCOM
ir を設定する．

pD
ir = pCOM

ir {pD
ir }i∈K

pX
irs = pCOM

ir {pX
irs}i∈K

各地域への供給の配分:

qD
ir = aDD

ir ADir {qD
ir }i∈K

qX
irs = aMM

irs Mirs {qX
irs}i∈K

5.5.7 モデル IB

モデル IBはモデル BDの統合市場バージョンである．

利潤最大化: 利潤最大化条件はモデル ICと同じように一本になる．

cY
ir ≥ (1 − tY

ir)pCOM
ir (1 − µir) {qT

ir}i∈K
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マークアップ率: 利潤最大化条件に現れる全体のマークアップ率は各市場に対するマークアップ率か
ら導出される．

1/µir = ∑
s

δX
irs/µX

irs + δD
ir /µD

ir {µir}i∈K

δD
ir，δX

irs は供給における国内供給，輸出供給のシェアを表す．

δX
irs = qX

irs/qT
ir {δX

irs}i∈K

δD
ir = qD

ir /qT
ir {δD

ir }i∈K

市場別のマークアップ率: 市場別のマークアップ率はモデル BDで求めた各市場におけるマークアッ
プ率に等しい．

1/µD
ir = σD

i + [σA
i − σD

i + (εA
ir − σA

i )SAD
ir ]

1
nir

{µD
ir }i∈K

1/µ̃X
irs = σF

i + {σM
i − σF

i + [σA
i − σM

i + (εA
is − σA

i )SAM
is ]SM

irs}
1

nir
{µ̃X

irs}i∈K

IRTS部門の varietyの市場: IRTS部門の各企業の varietyの市場の均衡条件．

qT
ir ≥ aDD

ir ADir + ∑
s

aMM
irs Mirs {pCOM

ir }i∈K

IRTS部門の varietyの価格: 全ての供給先に対して共通の価格 pCOM
ir を設定する．

pD
ir = pCOM

ir {pD
ir }i∈K

pX
irs = pCOM

ir {pX
irs}i∈K

各地域への供給の配分:

qD
ir = aDD

ir ADir {qD
ir }i∈K

qX
irs = aMM

irs Mirs {qX
irs}i∈K
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